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4.1.a マレーシア（サバ州） 

サバ州の面積は、島嶼部を含めても北海道（8 万 3,424 ㎢）よりもやや小さい 7 万 3,620

㎢である。 

森林面積は 354 万 ha で、州面積のほぼ半分を占めている。サバ州の森林面積は、2014 年

から 2016 年までの間に 7 万 5,000ha 縮小した。サバ州政府は、毎年、土地利用区分及び森

林区分を見直しており、統計上の森林面積の減少並びに保安林面積の拡大及び商用林面積

の縮小は主に州政府の政策に起因している。 

サバ州の人工林面積は拡大傾向にあるが、2016 年の人工林面積は 24 万 ha と森林面積に

占める人工林の割合は 7％にとどまっている。 

サバ州森林局（以下、「森林局」という。）は、森林を 27 の森林経営区（FMU: Forest 

Management Unit）に区分し、各経営区に営林署を配置して森林を管理している。 

さらに森林局は、次の表のように森林を七つに区分して管理している。この内、商業伐

採ができるのは、クラス II の商用林及びクラス V のマングローブ林である。2016 年の商用

林面積は 166 万 9,000ha で、この面積は州の森林面積の 48％にあたる。 

2016 年の森林区分別面積は、2014 年に対して保安林が 31 万 5,000ha 拡大した一方で、商

用林は 36 万 4,000ha 縮小している。 

  

表 4.1.a1 サバ州の森林区分別面積 

区 分 名  称 
面積（1,000ha） 

定義・解説 
2014年 2015年 2016年 

クラス 

Ⅰ 
保安林 

1,039 

（28.7％） 

1,260 

（35.4％） 

1,354 

（38.3％） 

分水嶺、土壌安定、水源涵養、その他必

要な環境資源を保護するための措置を行

う保安林。この森林は禁伐。 

クラス 

Ⅱ 
商用林 

2,033 

（56.3％） 

1,750 

（49.3％） 

1,669 

（47.2％） 

林産物の供給のための伐採または採取が

許可され、州経済に貢献。伐採はサバ州

の持続可能な森林経営原則により実施。

24万 haの人工林を含む。 

クラス 

Ⅲ 
地域林 

5 

（0.1％） 

5 

（0.1％） 

4 

（0.1％） 

原則として地域コミュニティーで消費す

るごく少量の木材に限り生産が許され、

商業目的での利用は制限。 

クラス 

Ⅳ 
文化林 

12 

（0.3％） 

11 

（0.3％） 

11 

（0.3％） 

主に地域住民に文化及びレクリエーショ

ンを提供する森林。レクリエーション施

設がロードサイドまたは森林内で提供さ

れる。外来種が森林の文化的価値を高め

るために植えられる場合がある。 

クラス 

Ⅴ 

マングロ

ーブ林 

281 

（7.8％） 

280 

（7.9％） 

256 

（7.2％） 

一般的な需要及び幅広いユーザーのため

のマングローブ材とその他の林産物の供

給が行われる森林。 

クラス 

Ⅵ 
未開発林 

107 

（3.0％） 

107 

（3.0％） 

107 

（3.0％） 

生物多様性及び種の保存を含めた森林調

査目的で人の手が入らない状態に保護さ

れている森林。伐採は厳禁。 

クラス 

Ⅶ 

野生生物

保護林 

138 

（3.8％） 

138 

（3.9％） 

139 

（3.9％） 

主に野生生物の保護と研究のために保護

されている森林。 

計 
3,615 

（100.0％） 

3,551 

（100.0％） 

3,540 

（100.0％） 

 

資料：Sabah Forest Department, “Annual Report”, 各年版 
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2015 年に森林局は、主に地域コミュニティーの住環境の改善及び森林資源保全の強化を

目的に、土地利用区分及び森林区分の変更を行った。 

森林局は 2015 年に、40 件、5 万 1,015ha の区画を対象に伐採の許可を下した。その後、

2016 年の伐採許可区画数は 56 件と前年に対して 16 件増加したが、同年の伐採許可面積は

4 万 1,003ha と前年比約１万 ha 減少している。2015 年と 2016 年の森林面積を天然林人工

林別に比較すると、伐採許可区画数は天然林、人工林ともに 8 件増加したが、伐採許可面

積は天然林が 638ha 減であったのに対し、人工林は 9,374ha 減と縮小幅が大きかった。 

 

 

 

州有林及び私有林の伐採を行うためのライセンスは、「フォームⅠライセンス（Form 1 

Licenses）」と称されている。このライセンスは短期ライセンスで、有効期間は対象面積に

応じて 1 年から 5 年までと定められている。同ライセンスは、2015 年と 2016 年に 5 件ず

つ発行されている。この件数は、2014 年の 8 件よりも 3 件減少しており、同ライセンス許

可面積は 2014 年の 1 万 8,194ha から 2015 年には 1 万 1,285ha と 6,909ha 縮小したが、2016

年には再び拡大に転じ、同年の伐採許可面積は 2 万 1,873ha である。2016 年のフォームⅠ

ライセンスは、全て州有林に対して発行された。 

私有地を対象に発行されるフォーム II B ライセンスは、森林をオイルパーム農園、ゴム

農園、その他短期収穫型の作物を生産する土地に転換するために活用されている。森林局

は同ライセンスを 2014 年には 130 件（１万 884ha）、2015 年には 162 件（8,185ha）、2016 年

には 150 件（１万 7,492ha）発行した。 

 

 

  

表 4.1.a2 伐採区画許可件数、面積 

区   分 
2015年 2016年 

区画数 面積（ha） 区画数 面積（ha） 

合   計 40 51,015 56 41,003 

天然林 

計 16 17,529 24 16,891 

天然経営林 8 4,137 12 7,882 

低負荷式伐採産業用天然林 8 13,392 12 9,009 

人工林 

計 24 33,486 32 24,112 

産業用人工林 9 3,797 19 17,005 

低負荷式伐採産業用人工林 10 7,237 － － 

モザイク人工林 3 20,909 10 3,815 

アグロフォレストリー 2 1,543 3 3,292 

資料：Sabah Forest Department, “Annual Report”, 各年版 

表 4.1.a3 フォーム I ライセンス及びフォーム IIB ライセンスの発給状況 

 
2014年 2015年 2016 年 

件数 面積（ha） 件数 面積（ha） 件数 面積（ha） 

フォームⅠ 8 18,194 5 11,285 5 21,873 

フォームⅡB 130 10,884 162 8,185 150 17,492 

資料：Sabah Forest Department, “Annual Report”, 各年版 
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4.1.a.1 サバ州木材合法性保証システム（Sabah TLAS） 

4.1.a.1.1 設立の背景とシステムの概要 

サバ州の木材合法性保証システムは、Sabah TLAS（Sabah Timber Legality Assurance System）

と称されている。2003 年に EU は、EU-FLEGT を策定し、マレーシアはこれに応じて、同

年から木材合法性保証システムの開発に着手した。森林局は、森林管理並びに CoC を含む

加工業務及び貿易のコンプライアンスの評価を重要な要件として位置付けている。 

サバ州の木材合法性保証システムは、VPA の要件である第三者による監査1を組み込んで

いる。この監査は、森林局が登録している全ての木材取扱業者とともに森林局に対しても

行われる。 

このシステムの適用範囲は、州有林の伐採を行うためのフォームⅠライセンス及び私有

林を開発するためのフォーム II B ライセンスにより活動を行っている林業会社及びこの林

業会社が生産した木材の加工、流通又は貿易を担っている事業体である。 

このサバ州の木材合法性保証システムは、6 つの基準と 23 の標準により構成している。

基準１から基準４までが森林利用、丸太生産及び丸太流通に係る「川上の基準」（標準数 17）、

基準 5 及び基準 6 は、加工工場、木材製品流通及び貿易に係る「川下の基準」（標準数 6）

である2。 

 

 

  

                                                   
1 監査は Global Forestry Service 社（本社所在地：米国領バージン諸島）が監査実施主体として森林局によって指定さ

れている。 
2 表 4.2.a4における標準数は、「川上」12、「川下」６、合計 18であるが、これは、同じ事項について、ケースバー

イケースで設定されている標準を要約して１つにしているため、実際に設定されている標準数よりも少なくなって

いる。 

 
資料：サバ州森林局 

 

図 4.1.a1 サバ州木材合法性保証システムの標準間の関連と手続きの流れ 
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23 の標準の相互関係を図 4.1.a1に示した。いうまでもなく全ての標準がシステム運用に

とって必要であるが、システム運用の主流に位置付けられる標準とそれに付随している標

準がある。さらに、第三者機関がシステムに参加する全ての組織を対象に監査を行い、シ

ステムの適正な運用を図っている。 

 

4.1.a.1.2 木材合法性保証システムで使用する主な書類 

木材合法性保証システムでは ISO の手法に則り、後述するそれぞれの手続別に書類を作

成しながら行う。このため書類の点数と量はかなり多くなる。次表に各基準と標準の実行

に際し使用する主な証拠書類の一覧を掲げた。これらの書類には、様々な書類が添付され

ている。 

前掲の輸出申告書による合法性証明については、書類に合法性を示す明確なタイトルが

付いた単独の書類ではないという難点があるものの、これらか解説する複雑な木材合法性

保障システムの全ての手続きの完了を示している事実に注目する必要がある。 

 

表 4.1.a4 サバ州木材合法性保証システムで使用する主な証拠書類 

 標 準 
合法性を証明するための主な証拠書類 

【管轄省庁】 
主な関連法令・契約 

基準１ 

伐採権 

１． 伐採区域

の承認 

 

 承認済の森林利用計画書 

 承認済の年間作業計画書 

 森林利用計画承認書 

 伐採許可書発行承認書 

 伐採許可書 

【森林局、天然資源局、土地測量局】 

①永久林、州有林及び私有林（短期ライ

センス） 

 1968年森林法第 15条及び第 24条 

 土地条令第 18条 

②永久林及び州有林（長期ライセンス） 

 1968年森林法第 15条、第 24条、第

28A 条 

 持続可能林経営協定書、長期ライセン

ス契約書 

③森林局所管区域内の森林 

 1968年森林法第 15条第 1項及び第

28A 条 

２． 伐採ライ

センス及

び林班立

入許可書

の発行 

 伐採権発行承認書 

 伐採権又は伐採区域許可書 

【森林局】 

 1968年森林法第 15条及び第 24条 

 1969年森林規則第 12条第３項 

 森林署長宛回覧状 FD26/2009 

  

３． 環境影響

調査 

 

 承認済の環境影響調査報告書又は緩和

措置提案書及び環境条件協定書又は緩

和措置提案書 

【森林局、環境保護局】 

 2002年環境保護法第 12条－第 14条及

び第 20条 

 2012年環境保護指令（環境影響評価報

告書） 

 2005年環境保護規則（環境コンサルタ

ント登録） 

４． 伐採計画 

 

 承認済の総合伐採計画書 

 森林署長による総合伐採計画承認書 

【森林局】 

 1968年森林法第 28A 条 

 低負荷式伐採作業ガイドブック第３版

第２章 

 持続可能林経営ライセンス契約書、長

期ライセンス契約書 

５．伐採区域

の境界確

定 

 

 承認済の総合伐採計画書 

 森林署長による総合伐採計画承認書 

【森林局、土地測量局】 

 土地条令第８隷（境界確定と測量） 

 持続可能林経営ライセンス契約書、長

期ライセンス契約書 

 1962年測量会社規則（測量行為） 

 測量会社条令第 10条及び第 12条 
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 標 準 
合法性を証明するための主な証拠書類 

【管轄省庁】 
主な関連法令・契約 

６．立木調査  承認された事前調査報告書 

【森林局】 

 森林署長宛回覧状 FD26/2009 

 

基準２ 

林 内 

作 業 

１． 伐採施業

管理 

 

 四半期別伐採進捗状況報告書 

 伐採日報 

 占有許可書 

 刻印登録書 

 暫定操業ライセンス 

 伐採リスト 

 低負荷式伐採請負業者証明書 

 低負荷式伐採訓練証明書 

 伐採請負業者証明書 

 環境条件協定書又は環境影響緩和措置

宣言書 

 野生生物省宛通知書 

【森林局、環境保護局】 

 ライセンス契約書 

 伐採区域許可条件書 

 1969年森林規則第 20A 条 

 低負荷式伐採作業ガイドブック第３版

第２章・第３章 

 2002年環境保護法第 12条－第 14条及

び第 20条 

 野生生物保護法第 38 条 

２． 木材生産

管理 

①永久林、州有林及び私有林 

 土地所有権の証明書（有効な土地所有

証明書、地権者確認書及び土地取得代

金領収書） 

 土地所有者と丸太輸送・木材廃棄請負

業者間の受発注書、覚書又は契約書 

 ⅡB 様式申請書（伐採前、伐採後） 

 承認報告書 

 調査報告書（伐採後） 

②産業用造林 

 四半期別伐採作業報告書 

 月次生産報告書 

 伐採請負業者登録証明書 

 製材工場の加工のための丸太一覧 

③共通 

 木材移動許可書 

 木材除却許可書 

 

【森林局、土地測量局、環境保護局】 

 

 1969年森林規則 20A 章 

 低負荷式伐採作業ガイドブック第３版 

 2002年環境保護法第 12－14条及び第

20条 

 野生生物保護法第 38 条 

 

 

 

 

 

 土地条令第 22条・第 23条 

 1969年森林規則第３規則 

 1968年森林法第 24条第５項 

 

 

 

３． 丸太輸送 

 

 入荷台帳 

 刻印持出し許可書 

 木材処分許可書 

 輸送許可書 

 輸送許可書（午後７時から午前７時ま

での時間帯に輸送する場合） 

 移動許可書 

 移動許可書受領書 

 土地の登記簿又は契約書（人工造林の

場合） 

【森林局】 

①永久林、州有林及び産業用造林を除く

私有林 

 土地条令第 22条・第 23条 

 1969年森林規則第３条 

 1968年森林法第 24条第５項 

②産業用造林 

 年間作業計画書（永久林・州有林） 

 ライセンス契約書（同上） 

 2002年環境保護法第 12条－14条及

び第 20条 

 森林署長宛回覧状 FD31/2013（州有

林・私有林） 

４． 労働安全

衛生 

 作業指示台帳並びに訓練台帳、保険台

帳及び事故対応台帳 

 職業安全衛生省監査報告書 

 社会保障機構検査報告書 

 労働省検査報告書 

 森林局検査報告書 

【職業安全衛生省、社会保険機構、森林

局】 

 1994年職業安全衛生法第 15条 

 労働法第 118条 

 1952年労働者補償法 

 1969年従業員社会保険法 

 低負荷式伐採作業ガイドブック第３版

第２章及び第４章 

基準３ 

徴 税 

ロイヤリティ

及び手数料 

 移動許可証、木材処分許可書 

 ロイヤリティ、森林回復手数料、地域

森林税、その他の税金又は手数料の納

付書（写し） 

 月別納付報告書 

 ライセンス手数料納付書 

 1968年森林法第 24C 条及び第 42条第 d
号・第 e 号 

 1969年新任規則第 12条第１項 

 ロイヤリティ査定用木材計量規則（CF 
No.1-81 2006） 
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 標 準 
合法性を証明するための主な証拠書類 

【管轄省庁】 
主な関連法令・契約 

 登録伐採機械台帳 

【森林局】 

基準４ 

その他 

の権利 

１．占有・利

用に係る

地域の利

益及び権

利 

 コミュニティーエリアを区分した森林

利用計画 

 社会基線測量報告書 

 コミュニティー相談記録台帳 

【森林局】 

 持続可能林経営ライセンス契約書、長

期ライセンス契約書 

２．先住民の

利用権 

 現地訪問調査報告書 

 ⅡA 書式ライセンス（先住民利用権申

請ライセンス） 

【森林局、土地測量局】 

 

 

 1968年森林法第 41条（州有林、私有

林） 

 1969年森林規則第８条 

 土地条令第 13条－第 16条、第 64

条・第 65条、第 69 条及び第 82条

（州有林） 

基準５ 

工場の 

操 業 

１．工場ライ

センスの

発行、更

新及び書

替並びに

操業条件 

 工場ライセンス 

 木材入荷台帳（一次加工工場） 

 月別生産利益報告書 

【森林局】 

 1968年森林法第 42条 

 1969年森林規則第 19条第１項 

 サバ州木材工業ライセンス認可ガイド

ライン 2012年第２版 

２．労働安全

衛生 

 作業指示台帳、訓練台帳、保険台帳及

び事故記録台帳 

 職業安全衛生省監査報告書 

 社会保障機構事故調査検査報告書 

 労働省検査報告書 

【職業安全衛生省、労働省、社会保障機

構】 

 1994年職業安全衛生法第 15条 

 労働条令第 118条 

 1952年労働者負担金法 

 1969年授業印社会保障法 

基準６ 

貿易・ 

関 税 

１．輸出規制 

 

 輸出ライセンス（年次別） 

 税関検査報告書 

 輸出申告書（税関押印済のもの） 

 添付資料 

 企業登録機構の企業登録証明書及び貿

易ライセンス 

【マレーシア税関】 

 1976年関税法 

 2014年森林法第 42条 d 号・第 c 号及

び第 i 号 

 1969年新任規則第 17条第１項及び第

17A 条第１項 

２．輸入規制 

 

 輸入ライセンス（森林局発行） 

 植物防疫証明書 

 現物検査報告書（森林局発行） 

 輸入ライセンス又は輸入許可書 

 企業登録機構の企業登録証明書及び貿

易ライセンス 

【マレーシア王国税関、森林局、農業

省】 

 1976年関税法 

 2014年税関指令（輸入禁止） 

 1976年植物検疫法 

 植物検疫証明書植物検疫要件文書

（2012年５月８日付、

TP.KTPK207207/K1E379/B(98）） 

３．輸入した

丸太、製

材品及び

単板の輸

送 

 

 輸入業者の移動許可書（写し） 

 加工工場における森林書事務所発行の

移動許可書 

 輸入木材検査手数料納付領収書 

 輸入木材月別記録台帳（森林局提出

用） 

【森林局】 

 森林署長回覧状 FD05/2010 

４．サラワク

州産木材

の取扱い 

 サラワク州産材を輸入企業名簿 

 サラワク州産材の購入者、販売者及び

代理店の記録 

 森林局の承認記録、検査記録及び確認

記録 

 輸出申告書 

【マレーシア王国税関、森林局、農業

省】 

 1967年関税法 

 1981年手数料法（1999 年検査サービス

及び証明書申請手数料） 

 森林署長回覧状 FD05/2010 

 1976年植物検疫法 

 植物検疫証明書植物検疫要件文書

（2012年５月８日付、TP.KTPK 
207207/ K1E379/ B (98）） 

資料：サバ州森林局 

  



 

57 
 

4.1.a.1.3 実施主体と事業体数 

（１）実施主体 

サバ州木材合法性保証システムの実施主体は、森林局、営林署、監査機関並びに森林管

理者及び加工・流通業者である。木材合法性保証システムの運営における各機関の主な業

務及び各機関に課された責任は、次の表のとおりである。 

なお、実際の運用については、次の表に掲げられていない政府機関や組織が関わるが、

それらは木材合法性保証システムに間接的に関わる組織として位置付けられている。 

 

表 4.1.a5 木材合法性保証システム運用担当者と主な業務及び責任 
 基準１から４まで 

（森林利用、丸太生産、丸太流通等） 

基準５及び基準６ 

（加工工場、製品流通・貿易） 

森林局  森林局では木材合法制保証システムを FLEGT ユ

ニットに管轄させ、次の業務について責任を持つ。 

 監査の適用範囲に含まれる森林ライセンスの領域

及び森林経営区画の決定。 

 監査結果の検証。森林管理協定予備木材合法性保

証システムの要件の実績に関する監査。 

 監査手順書の履行。 

 監査完了報告書の作成。 

 監査チェックリスト及び報告書作成様式の精査。 

 森林局及び担当職員は、次の業務に責任

を持つ。 

 監査対象となる木材加工工場、流通企業

及び輸出企業の特定。 

 監査結果を検証し、基準５から６までが

対象となる企業の実績を監査。 

 本手続きの履行を保障。 

 監査チェックリスト及び報告書作成様式

の精査。 

営林署 営林署に配属された FLECT ユニット職員又は任

命された職員は、次について責任を持つ。 

 合法性を確認する森林を特定するための調整。 

 合法性を確認する評価チームの現地訪問の支援。 

 不適合事項に対応するための機関への改善支援。 

 不適合事項に対応するために機関が講じる手段に

ついての報告。 

同  左 

森林局

FLEGT ユニ

ット － 

 合法性確認のための企業への連絡業務の

調整 

 不適合事項が生じた事業体への改善支援。 

 不適合事項又は不適合事項を解消した事

業所の対応報告書の作成。 

監査機関  監査の実施。 

 森林局職員及び森林経営区関係者の訓練。 

 監査結果の報告。 

 森林局からの承認を得て監査チェックリストを改

訂。 

 監査の実施。 

 森林局職員及び森林経営区関係者の訓練。 

 監査結果の報告。 

 監査で明らかになった不適合事項の２か

月以内での報告。 

 森林局からの承認を得て監査チェックリ

ストを改訂。 

林産企業  グローバルフォレストリーサービス社社員による

現地評価作業の支援。 

 規定と実行の間のギャップへの修正及び対処。 

 社員、監督者及び労働者の訓練。 

 森林局職員と、規定と不適合事項の間のギャップ

を調整。 

同  左 

資料：サバ州森林局 
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（２）事業所数 

サバ州で林業、木材加工業及び貿易を含む木材流通業を開業するときは、森林局への業

者登録又は森林局が発行するライセンスが必要である。 

木材合法性保証システムの管理対象となる事業所は、これらの登録またライセンス受給

事業体の内、丸太の生産又は木材製品製造を行っている事業所並びに丸太又は木材製品の

流通・貿易を行っている事業所である。 

2016 年に森林局は、林班立入許可（Coupe 

Permit）を 56 社（計 4 万 1,003ha）に、フォ

ームⅠライセンスを 5 社（2 万 1,873ha）に、

フォーム II B ライセンスを 150 社（1 万

7,492ha）に、持続可能林経営ライセンス協

定（SFMLA: Sastainable Forest Management 

License Agreement）に基づくライセンスを

34 社（158 万 5,819ha）に発行しており、これらの林業事業体は、木材合法性保証システム

の管理下に置かれている。さらに森林局が直営で管理し、丸太を生産している州有林が 2016

年には 17 か所（78 万 3,290ha）ある。森林局が直営で管理している森林とそこから生産し

た丸太も木材合法性保証システムの管理対象である。 

なお、人工造林を行っているものの立木が伐期に達していないために伐採を行っていな

い林業事業体は、木材合法性保証システムの管理対象とはならない。この事業体が伐採を

行おうとするときは、森林局に伐採ライセンスを申請し、伐採ライセンスを取得してから

伐採を行う。伐採ライセンスを発給するときに、森林局はこの事業体を木材合法性保証シ

ステムの対象として登録するので、この事業体は否応なく木材合法性保証システムの管理

下に置かれる。 

さらに加工工場で木材合法性保証シ

ステムの管理対象となるのは、操業中の

工場であり、ライセンスを取得している

ものの、操業していない工場は管理対象

ではない。たとえば、2016 年には 140 件

の製材工場にライセンスが発行されて

いるが、操業している製材工場は 72 で

ある。操業している 72 の製材工場が木

材合法性保証システムの管理の下、製材

を行っている。操業している工場には森

林局職員が常駐し、その森林局職員は丸

太の入荷、製品の出荷をはじめとする工

場の業務を監督している。 

表 4.1.a6 許可・ライセンス発行件数・ 

許可面積 
 発行件数 

（件） 

許可面積 

（ha） 

林班立入許可 56 41,003 

フォームⅠ 5 21,873 

フォームⅡＢ 150 17,492 

SFMLA 34 1,585,809 

注：2016年実績値。 

資料：サバ州森林局 

表 4.1.a7 サバ州の林産加工工場数（2016 年） 
（件） 

 稼働数 操業許可数 

製材工場 72 140 

合単板工場 29 45 

モールディング工場 42 106 

切削板工場 1 1 

製紙工場 1 1 

チップ製造工場 1 9 

保存木材工場 9 25 

乾燥工場 29 53 

MDF工場 0 1 

おが炭工場 2 3 

竹製家具工場 0 1 

ペレット工場 3 5 

資料：サバ州森林局 
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2016 年に木材合法性保証システムの管理下にある稼働中の工場は、製材工場 72、合単板

工場 29 件、モールディング工場 42、乾燥工場 29 件、保存木材工場 9 件、ペレット工場 3

件、おが炭工場 2 件、チップ製造工場 1 件並びに切削板工場及びペレット工場各 1 件であ

る。 

 

4.1.a.2 サバ州木材合法性保証システムの運用 

4.1.a.2.1 森林部門における運用 

木材合法性保証システムの基準 1 から基準 4 までは、森林部門に係るものである。 

なお、この項以降の図表には、英文と和文を併記しているものがある。英文と和文の併

記は、行政機関の担当部署、書類の固有名称、その他の固有名詞の英文併記が日本の関係

者が正確に合法性確認を行うことを可能にすること、さらにこれらの図表は、全木検が作

成し、それをサバ州森林局持続可能森林経営部 FLEGT ユニットが監修を行ったこと、そし

て森林局は、今後、木材合法性保証システムの改訂を予定しているため、将来的にこれら

の図表を改める必要が生じる可能性があることから行っている。 

 

（１）基準１ 伐採権 

基準 1 は伐採権に係る基準である。この基準には、次表のように 6 つの標準を設定して

いる。 

表 4.1.a8 基準 1 伐採権のコンテンツ 
標  準 区  分 

①伐採区画の承認 A. 短期ライセンス 

a. 永久林 

b. 州有林 

c. 私有林 

B. 長期ライセンス 

a. 永久林 

b. 州有林 

C. 森林局経営林 

②伐採ライセンス及び林班立入許可書の発行 

③環境影響調査 

④伐採計画 

⑤伐採区域の境界確定 

⑥立木調査 

 

①伐採区画の承認 

立木の伐採を行おうとする者は、伐採をする前に、州政府が伐採実施希望地を伐採区域

に指定するよう所定の手続きにより州政府に申請しなければならない。 

伐採区域指定のための申請及び州政府の伐採区域指定は、次の区分によってなされる。 

 
 永久林、州有林及び私有林（短期ライセンス） 
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 永久林及び州有林（長期ライセンス） 
 森林局有林 
 

Ａ．短期ライセンス（永久林、州有林及び私有林） 

永久林及び州有林の生産物の採取及び立木の伐採を行おうとする者は、天然資源局又は

私有地を所管する営林署長から伐採実施希望地を伐採区域とするための承認を得なくては

ならない。 

伐採区域の指定申請ができるのは、州政府に登録された企業、木材取引ライセンス取得

者又はサバ州人である。 

なお、伐採区域の承認がなされた後、先住慣習権が存在する土地を含めて特定用途の指

定地の存在が明らかになったときは、その指定地を伐採区域から除外する。さらに、州政

府職員は、伐採区域の申請があった全ての土地を対象に現地確認を行う。 

 

ａ．永久林の伐採区域設定 

永久林の伐採区域設定は天然資源局が所管しているので、永久林の伐採を希望する者は、

天然資源事務所に永久林の伐採権を申請する。天然資源事務所は、申請者が州政府に登録

された企業、木材取引ライセンス所持者又はサバ州人であるという資格要件を確認し、さ

らに申請があった区域を確認するために申請書を森林局に回付する。 

天然資源事務所から申請書の回付を得た森林局森林資源経営部は、所定の手続きに従い、

申請区域が伐採区域として利用可能であるかを判定し、天然資源事務所にコメント及び推

奨事項を提示する。 

天然資源事務所は、森林区分のクラス II への適合可能性、航空写真又は衛星画像により

立木が伐採できる状態にあるか、特別に指定された河川の有無などを森林局森林資源経営

部の推奨事項に基づき審査し、問題がなければ伐採許可書の発行を承認する。 

森林局は、天然資源事務所の伐採許可書発行承認後、申請者に天然資源事務所の承認及

び承認条件を承認書により通知する。この通知を受けた申請者は、森林局に連絡して申請

の承諾を確認しなければならない。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a2 永久林伐採区域（短期ライセンス）承認手続き 
 

ｂ．州有林の伐採区域設定 

州有林の伐採区域設定も天然資源事務所の所管である。申請者は、天然資源事務所に州

有林の伐採区域設定を申請する。 

伐採ライセンスの申請を受けた天然資源事務所は、州政府に登録された企業、木材取引

ライセンス所持者又はサバ州人であるという申請者の資格要件を確認し、さらに申請があ

った区域が伐採に適しているかを確認するために、土地測量局に申請書を回付する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a3 州有林伐採区域（短期ライセンス）承認手続き  
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天然資源事務所から申請書の回付を得た土地測量局は、所定の手続きに従い、申請区域

が伐採区域として利用可能であるかを判定し、天然資源事務所にコメント及び推奨事項を

提示する。 

天然資源事務所は、森林区分のクラス II への適合可能性、航空写真又は衛星画像による

立木が伐採できる状態にあるかの確認、特別に指定された河川の有無などを土地測量局の

推奨事項に基づき審査し、問題がなければ伐採許可書の発行を承認する。 

土地測量局は天然資源事務所の伐採許可書発行承認後、暫定操業ライセンスを申請者に

発行する。 

 

ｃ．私有林の伐採区域設定 

私有地における伐採区域設定は、営林署の所管である。営林署長が私有地所有者又は私

有地所有者が承認した企業から伐採区域設定の申請書を受理したときは、土地の状態及び

土地所有権を確認し、追加資料の必要性がないときは、林産物移動承認書を発行するため

の許可を森林局長に伺う。 

森林局長は営林署長からの林産物移動承認書発行に係る伺いを決裁し、同承認書の発行

が妥当であると判断したときは、同承認書の発行にあたって必要な条件があるときはその

条件を、環境評価報告書又は緩和措置提案書の提出が必要なときはその旨を森林局長名の

承認書に記載して林産物移動承認書とともに申請者に送付する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a4 私有林伐採区域（短期ライセンス）承認手続き 
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【証明書及び手続書類】 

短期伐採ライセンスによる伐採区域の承認に要する証明書及び手続書類は、次の表のと

おりである。 

 

表 4.1.a9 短期伐採ライセンスによる伐採区域の承認に要する証明書及び手続書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

Ｂ．永久林及び州有林（持続可能林経営ライセンス協定又は長期ライセンス） 

持続可能林経営ライセンス協定（SFMLA）を締結している者及び長期ライセンス所持者

は、永久林の伐採区域の承認申請を行う前に、10 年間の森林経営計画また 10 年間の人工

林開発計画に基づいた年間作業計画書を含む森林利用計画書及び拡大造林計画書を作成し、

これらについて森林局長の承認を得なければならない。 

伐採区域の承認を求める申請者は、森林局持続可能林経営部に申請書とともに年間作業

計画が記載されている森林経営計画書又は拡大造林計画書を提出する。持続可能林経営部

は、申請書に伐採区域が含まれているか、伐採区域が申請者から提出された森林利用計画

書又は人工林開発計画及び年間作業計画書に掲げられているかを確認し、問題がなければ

森林局長に書類を回付する。森林局長は年間作業計画を含む森林経営計画書及び拡大造林

計画書を承認し、承認書を申請者に発行する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

 

図 4.1.a5 永久林及び州有林伐採区域（持続可能林経営ライセンス又は 

長期ライセンス）承認手続き 
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Ｃ．永久林（森林局経営林） 

森林局が管理している永久林の伐採区域の承認のためには、森林局のプロジェクトマネ

ージャーが作成し、森林局長が承認した森林利用計画書を指名された森林局事業課長が持

続可能林経営部に提出する。持続可能林経営部は森林利用計画書を確認し、伐採区域を管

轄する営林署長に年間作業計画を作成するよう指示する。伐採区域を管轄する営林署長は、

森林局長が承認した 10 年間の森林利用計画書に基づき年間作業計画書を作成し、林産企業

担当副局長に年間作業計画書の承認を求める。 

林産企業担当副局長は、承認を求めて申請された年間作業計画書に掲げられた伐採区域

が承認された森林利用計画の範囲内にあるかを認し、森林局長の決裁を得る。 

森林局長は、年間作業計画を承認したときは、承認書を指名された森林局事業課長に宛

てて発する。 

 

【証明書及び手続書類】 

永久林及び州有林並びに森林局経営林の伐採区域の承認に要する証明書及び手続書類は、

次の表のとおりである。 

 
表 4.1.a10 永久林及び州有林並びに森林局経営林の伐採区域の承認に要する証明書及

び手続書類 

 

資料・監修：サバ州森林局 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a6 森林局経営林伐採区域承認手続き 
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②伐採ライセンス及び林班立入許可書の発行 

森林から林産物を採取する会社及び個人は、有効な伐採ライセンス又は林班立入許可書

（Coupe Permit）を所持しなければならない。 

伐採ライセンス及び林班立入許可書は、以下の要件を満たしたときに森林局森林資源経

営部が発行する。 

 
 森林伐採区域の承認。 

 天然資源局によるライセンス発行の承認（永久林及び州有林の短期伐採ライセンス）。 

 承認された環境評価報告書及び緩和措置提案書（後述の「③環境報告書」の項参照）。 

 伐採区域の境界確定。 

 資源報告書の承認。 

 ライセンス料及び関係手数料の納付。 

 営林署長による私有地伐採ライセンス発行の承認。 

 

伐採ライセンス又は林班立入許可書の申請を受けた森林局森林資源経営部は、前掲の申

請者及び森林区域が基準により定められた全ての要求事項への適合を確認する。その上で、

森林局は、上記７項目の要件を満たしている者に伐採ライセンス又は林班立入許可書を発

行する。これらの確認手続きは、伐採ライセンス及び林班立入許可書を発行する度に行う。 

 

【証明書及び手続書類】 

伐採ライセンス及び林班立入許可の発行に要する書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a11 伐採ライセンス及び林班立入許可の発行に要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a7 伐採ライセンス及び林班立入許可書発行手続き 
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③環境報告書 

永久林、州有林及び産業用人工林を含む私有林の伐採を行う者には、環境保護局が承認

した環境評価報告書又は緩和措置調査報告書の所持及び同局との環境条件協定又は緩和措

置宣誓書の締結が必要である。森林局は、次表のように伐採区画規模別に環境保護局長官

が承認した林業活動に係る環境評価報告書又は緩和措置提案書の保持を義務づけている。

森林局は、伐採ライセンスを発行する前に、申請者の環境保護局長官の承認を受けた環境

評価報告書又は緩和措置調査報告書の所持を確認する。 

 
表 4.1.a12 環境評価報告書所持義務 

伐採区域の条件及び面積 要 求 事 項 

500ha以上 環境評価報告書の所持。 

100ha以上 500ha未満 緩和措置調査報告書の所持。 

保護区域と

接する区域 

100ha以上 環境評価報告書の所持。 

50ha以上 100ha未満 緩和措置調査報告書の所持。 

資料：サバ州森林局 

 

 

ライセンス所持者又は土地所有者は、これらの報告書の承認及び環境条件協定又は緩和

措置宣誓書の締結のために、環境影響調査又は緩和措置調査を実施し、報告書を作成して

環境保護局に承認を申請しなければならない。申請を受けた環境保護局は、報告書の内容

を審査し、問題がなければ報告書への署名及び環境条件協定又は緩和措置宣誓書の締結を

要求し、これらの手続きが終了すると、報告書の承認手続きが完了する。 

ライセンス所持者又は土地所有者が伐採ライセンス又は林班立入許可書を申請するとき

は、森林局森林資源経営部に申請書に承認された環境評価報告書又は緩和措置調査報告書

を添付する。森林資源経営部は、伐採ライセンス又は林班立入許可書の申請があった伐採

区域の報告書の要求事項への適合を前項（②伐採ライセンス及び林班立入許可書の発行）の

手続きの一部として行い、最終的に適合が評価されたときに伐採ライセンス又は林班立入

許可書を発行する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a8 環境影響評価の承認手続き 
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【証明書及び手続書類】 

環境影響評価報告書及び緩和措置調査報告書の承認に要する書類は、次の表のとおりで

ある。 

 

表 4.1.a13 環境影響評価報告書及び緩和措置調査報告書の承認に要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

④伐採計画 

永久林及び州有林の伐採ライセンス取得者には、営林署長が承認した総合伐採計画書及

び年間作業計画書の所持が義務づけられている。総合伐採計画書には、伐採対象木のほか、

林道及びスキッド用作業道の位置、丸太のスキッディング時に削り取られる表土の深度、

伐採対象木へのマーキング、小川のバッファーゾーンの目印その他『低負荷式伐採作業ガ

イドブック』3に準拠した内容が記載されなくてはならない。さらに、ライセンス取得者は、

総合伐採計画書に記載した請負業者を雇用しなくてはならない。 

営林署長は、伐採ライセンス取得者が所持している総合伐採計画書に記載された請負業

者の雇用、年間作業計画書上の当該年の伐採区域の計画及び『低負荷式伐採作業ガイドブ

ック』の規定に準拠した伐採作業の実行を確認するために、総合伐採計画書の記載内容の

正確さを現場で確認する。さらに森林局森林資源経営部は、道路、スキッディング時に削

り取られる表土の深さ、貯木場、小川のバッファーゾーンその他総合伐採計画書に掲げら

れている事項の『低負荷式伐採作業ガイドブック』の規定への準拠を現場で確認する。 

これらの確認作業が終了して問題がなければ、営林署長は、総合伐採計画書とともに承

認書を発行する。  

                                                   
3 Sabah Forestry Department, “RIL Operation Guide Book –Code of Practice for Forest Harvesting in Sabah 

Malaysia－”, March 2009. 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a9 伐採計画承認手続き 
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【証明書及び手続書類】 

伐採計画の承認に要する書類は、次の表のとおりである。 

 
表 4.1.a14 伐採計画の承認に要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

⑤伐採区域の境界確定 

Ａ．準備作業 

伐採区域の境界を確定するために、州有林、私有林、永久林別に準備作業がなされる。 

州有林では、ライセンス取得者がライセンス取得済の測量会社と業務契約を締結する。

さらにライセンス取得者は、土地測量局に登録測量図の発行を申請し、受領した登録測量

図を測量会社に提供する。登録測量図の提供を受けた測量会社は、測量を行って石製測量

杭の設置及びマーキングを行いながら境界の確定と測量図の作成を行うとともに、境界線

上の下刈りを行う。 

私有地では土地所有者に所有している土地を明確にするため、土地取得時における境界

確定並びに境界を示す石製測量杭の設置及び管理が義務づけられている。 

永久林では、森林局長がライセンス所持者に測量許可書を発行し、測量図の作成を発注

する。森林局長からの発注書及び測量許可書を受領したライセンス取得者は、ライセンス

取得済の測量会社と業務契約を締結する。測量会社は、第２種測量精度基準により境界を

確定し測量図を作成するとともに、ライセンスエリアの境界上の下刈りを行う。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a10 伐採区域の確定手続き（準備作業） 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a10 伐採区域の確定手続き（準備作業）（続き） 

 

表 4.1.a15 森林の形態別伐採区域境界の確定及び測量図作成方法 
区  分 境界の確定及び地図作成の方法 

州有林 ライセンス取得者は、土地測量局から土地登記測量図の提供を受けるとともに、ライセ

ンスを取得している測量会社を指名して境界の確定と測量図の作成を行う。 

私有林 土地所有者及び土地所有者が承認した請負業者は、境界を確認するための石製の測量杭

を管理しなければならない。 

永久林 ライセンス取得者は、営林署長からの承認書を受取り、ライセンスを取得している測量

会社を指名して第２種測量精度基準により境界の確定と測量図の作成を行う。 

永久林又は州有林 ライセンス取得者は、ライセンスを取得している測量会社による測量を行い、永久林に

は測量杭、州有林には石製の測量杭を設置するとともに、伐採区域の境界に低木を植え

る。 

資料：サバ州森林局 
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Ｂ．伐採区域の境界確定（最終確定作業） 

森林局及び土地測量局は、ライセンス取得済の測量会社による測量、境界確定作業、測

量図の作成が完了すると、最終的な境界確定作業を行う。 

営林署の森林監督官又は森林局職員は、境界、マーキングされた境界上の立木及び境界

の低木設置状況の調査と確認をし、測量図に基づいた境界の確認を行う。さらに境界上の

任意の立木に森林局の刻印を打刻し、刻印を打刻した立木の座標を GPS により取得して記

録する。森林監督官又は森林局職員は、これらの結果を営林署長に報告する。 

営林局監視監督推進評定官は、森林監督官又は森林局職員とは別に境界の実地調査を行

って営林署長に報告書を提出する。 

営林署長は、森林監督官又は森林局職員からの報告及び営林局監視監督推進評定官から

受領した報告書を用いて報告書を作成し、報告書を森林局長に提出する。 

 

 

 

 

  

 
 

二つの伐採区域の境界。下刈りをした緩衝帯を造り、看板でこの場所が緩衝帯であることと、それぞれ区域の管理者を

表示する。 

写真 4.1.a1 伐採区域の境界 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a11 伐採区域の境界確定（最終確定）手続き 
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さらに森林資源経営部は詳細測量図と現場との整合性の調査と確認を行い、報告書を作

成して森林局長に提出する。 

森林局長は州有林の境界確定については、森林資源経営部からの報告書に記載された推

奨事項に基づき永久林の伐採ライセンス発行のための測量図及び報告書の内容を確認し、

計画図を承認して伐採区域を最終的に確定して、これらの書類を土地測量局に回付する。 

土地測量局は、森林局長から回付された報告書及び州有林ライセンス保持者が提出した

調査計画書の内容を確認して調査計画書及び計画図の承認を決定する。 

 

【証明書及び手続書類】 

伐採区域の境界確定に要する書類は、次の表のとおりである。 

 

 

表 4.1.a16 伐採区域の境界確定に要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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⑥立木調査 

伐採区域を確定した後に立木調査を行う。 

対象となる森林は、永久林、州有林及び私有林であるが、産業用人工林の伐採跡地に再

造林した森林の伐採申請は、この項目の適用を除外する。 

ライセンス取得者は、600ha 未満の伐採区域については踏査による立木調査を、600ha 以

上の伐採区域については複数の L 字型プロットを用いたサンプリング調査により立木調査

を行い、営林署長に立木調査報告書を提出する。 

営林署長は、立木調査報告書に記載されている樹種、有用果樹、立木蓄積量、区域全体

の径級別立木本数などを、さらに 600ha 以上の伐採区域については、プロットの数と伐採

区域におけるプロットの密度を現場で確認して森林局長に報告書を提出する。 

森林局長は持続可能林経営部に営林署長から受領した立木調査報告書の評価を命令する。 

森林局長の命を受けた森林局持続可能林経営部は、営林署長が森林局長官に提出した森

林調査報告書の記載内容を必要に応じて現場で確認しながら評価し、問題がなければ立木

調査報告書を承認する。 

 

【証明書及び手続書類】 

立木調査の承認に要する書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a17 立木調査の承認に要する書類

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

 

  



 

82 
 

 
資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a12 立木調査の手続き 
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（２）基準２ 林内作業 

基準２は、林内作業の各種要件を定めている。この中には作業員の資格要件、木材の管

理方法及び関係政府機関との連携に係る事項を含んでいる。 

基準２には、次表に掲げた４つの標準を設定している。なお、標準の内の伐採施業管理

の一部は、基準１に関係している。 

 

表 4.1.a18 基準２林内作業のコンテンツ 
標  準 区  分 

①伐採施業管理  

②木材生産管理 
A.私有林（ⅡB様式） 

B.永久林、州有林材及び私有林材 

③丸太輸送 
A.永久林、州有林、私有林（産業用造林を除く） 

B.産業用造林（小規模所有者からのゴム材を含む） 

④労働者の安全衛生  

 
①伐採施業管理 

この標準は、低負荷式伐採方式による伐採（永久林）とそれ以外の伐採方式による伐採（永

久林以外の森林）における森林局及び環境保護局による伐採施業管理方法を定めている。 

サバ州では、永久林の伐採方法として低負荷式伐採が義務付けられている。 

低負荷式伐採方式は、サバ州森林局が森林に与える影響を最小限に抑えるために開発し

た伐採方式で、関係する諸規定は『低負荷式伐採作業ガイドブック －マレーシアサバ州

における森林伐採施業規則－』4として一冊の本にまとめられている。この本は「ガイドブ

ック」と銘打っているが、その内容は森林局が正式に制定した規程である。 

低負荷式伐採は、低負荷式伐採作業ガイドブックに記載されている最低資格基準を満た

している作業員が行わなければならない。低負荷式伐採に従事する作業員には、作業に従

事する前に森林局傘下の林業研究所が開催する研修の受講及び訓練が義務付けられ、資格

を修得した作業員は森林局に登録されるとともに、林業研究所が作業員に低負荷式伐採訓

練証明書を発行する。 

永久林の伐採を行う事業者は、低負荷式伐採業者のライセンス所持及び森林局ヘの業者

登録が必要である。そして、伐採の請負には伐採請負業者証明書が、さらに低負荷式伐採

作業の請負には低負荷式伐採請負業者証明書が必要で、どちらの証明書も森林局が事業所

を登録した上で発行する。 

なお、州有林及び私有林には低負荷式伐採の実施は義務付けられていないが、州有林及

び私有林の伐採を請負う業者は森林局が登録している低負荷式伐採登録業者でなければな

らない。 

  

                                                   
4 Sabah Forestry Department, “RIL Operation Guide Book –Code of Practice for Forest Harvesting in Sabah, Malaysia” 



 

84 
 

表 4.1.a19 低負荷式伐採作業担当者の最低資格基準 
区  分 最低資格基準 

伐倒作業者 サバ州林業研究所又はサバ州森林局が同等又は推奨する機関として推奨した機関が発

行する認証された伐倒作業者用の低負荷式伐採作業者証明書の所持。 

トラクター運転手 サバ州林業研究所又はサバ州森林局が同等又は推奨する機関として推奨した機関が発

行し、サバ州森林局が認証したトラクター運転手用の低負荷伐採作業者証明書の所持。 

ログフィッシャー運転手 サバ州林業研究所又はサバ州森林局が同等又は推奨する機関が発行し、サバ州森林局

が認証したログフィッシャー操縦者用の低負荷式伐採作業者証明書の所持。 

伐倒対象木特定作業者 

（Chockermen） 

公共政策研究所又は同等機関により発行され、サバ州森林局が認証した伐倒対象木特

定作業者（伐倒対象木にテープを用いて印を付ける作業を担当する者）用低負荷式伐

採作業者証明書を持っていること。 

監督者 林学士号又は同等の資格、サバ州林業研究所若しくはサバ州森林局が同等又は推奨す

る機関が発行した森林警備隊員証明書の所持及びサバ州林業研究所又は森林局が発行

した低負荷式伐採監督者証明書の所持。 

計画策定者 林学士号又は同等の資格、サバ州林業研究所若しくはサバ州森林局が同等又は推奨す

る機関が発行した森林警備隊員証明書の所持及びサバ州林業研究所若しくは森林局が

発行した低負荷式伐採計画の監督者証明書又は低負荷式伐採の計画策定者証明書の所

持。 

管理者 林学士号又は同等の資格、サバ州林業研究所若しくはサバ州森林局が同等又は推奨す

る機関が発行した森林警備隊員証明書の所持及びサバ州林業研究所若しくは森林局が

発行した低負荷式伐採の監督者証明書又は低負荷式伐採計画の策定者証明書の所持。 

監査人 林学士号若しくは同等の資格又はサバ州林業研究所が発行した低負荷式伐採の監督者

証明書又は低負荷式伐採の計画策定者証明書の所持 

資料：Sabah Forestry Department, “RIL Operation Guide Book –Code of Practice for Forest Harvesting in 

Sabah, Malaysia”, p7 

 
A．低負荷式伐採（永久林）の伐採施業管理 

a.営林署長が行う伐採管理業務 

低負荷式伐採の伐採施業管理において、営林署長が行う管理業務は次のとおりである。 

 

ア. 法令遵守の確認（伐採期間中） 

 伐採作業中の総合伐採計画書及び低負荷式伐採方法ガイドラインの遵守。 

 ライセンス条項の遵守。 

 その他森林局長通達の遵守。 

 

イ. 現場確認（伐採前及び伐採期間中） 

 急傾斜地、河岸保護地、緩衝帯のような伐採禁止地域における現地での明確な表

示と保護実施の確認。 

 

ウ. 作業員資格の確認（伐採前及び伐採期間中） 

 全ての林業関係作業員が前表の最低資格基準を達成しているかを確認。 

 

エ. 報告書の作成 

 四半期別伐採状況報告書を作成し森林局長に提出。 

 完了検査報告書を作成し、伐採作業完了後６か月以内に森林局長に提出。 
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b.森林監督官又は森林局職員が行う伐採施業管理 

森林監督官又は森林局職員は伐採期間中を通じて、伐採日報及び日報データの更新（追

加）を管理する。 

 

B.低負荷式伐採方式以外の伐採施業管理 

【営林署長が行う伐採管理業務】 

低負荷式伐採の伐採施業管理において、営林署長が行う管理業務は次のとおりである。 

 

a. 業者登録の確認（伐採作業前） 

全ての伐採請負業者の森林局への登録を確認する。 

b. 報告書の作成 

四半期別伐採状況報告書を作成し、森林局長に提出する。 

 

C.刻印の確認（伐採作業前） 

営林署長は、ライセンス保持者が登録済の適正な刻印を準備しているか確認する。 

 

D.シリアルナンバー（検量申請受付時） 

森林監督官又は森林局職員は、検量申請があったときに丸太に刻み込まれたシリアルナ

ンバーを確認する。 

 

E.有効な占有許可書及び暫定操業ライセンスの確認（伐採作業前及び伐採期間中） 

営林署長は、伐採作業前に永久林にあっては有効な搬出区域占有許可書、州有林にあっ

ては搬出区域暫定操業ライセンスを確認する。 

 

F.環境条件協定又は緩和措置宣言書の履行状況（四半期） 

環境保護局は、次の事項を実施する。 

 環境条件協定又は緩和措置宣言書に基づく措置の履行を監視する。 

 州政府に登録された環境コンサルタントによる査察を実施し、環境コンサルタント

が提出する報告書により監視を行うとともに、苦情が生じたときは速やかに現場を

確認する。 

 

G.野生生物局への通知の確認（伐採作業前） 

営林署長は、伐採作業開始１か月前に行う野生生物局への通知の履行を確認する。 
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表 4.1.a20 伐採施業管理の確認手続き 
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資料・監修：サバ州森林局 
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【証明書及び手続書類】 

伐採施業管理に要する書類は、次の表のとおりである。 
 

表 4.1.a21 伐採施業管理に要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

②木材生産管理 

この標準は、私有林（ⅡB 様式）と永久林、州有林及び私有林（ⅡB 様式以外）に区分し

て木材生産管理の方法を規定している。 

なお、ⅡB 様式とは、サバ州においては林業部門のみに関わらず民間部門の事業所又は

個人が私有財産に係る行政の許可を申請するときに用いる様式である。ここでいう「私有

林（ⅡB 様式）」とは、私有林から一時的な木材生産活動により伐採する許可を州政府に申

請することを意味しており、土木工事などである程度の面積の伐採を要するときや林地を

農地に転用するときなどに用いる。一方で、「私有林（ⅡB 様式以外）」とは、ライセンス有

効期限が 99 年に及ぶ私有林（Alienated Land）を意味しており、この私有林では「私有林

（ⅡB 様式）」とは異なり、継続的な林業・木材生産活動を前提として州政府がライセンス

を発行している。 
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A.私有林（ⅡB 様式） 

a.伐採前の手続き 

ⅡB 様式を用いて私有林の木材の生産を州政府に申請する土地所有者は、ⅡB 様式によ

る申請書の作成、伐採対象の土地所有権の証明並びに請負業者との木材輸送及び廃材処理

契約の締結を行わなければならない。 

ⅡB 様式による申請書は、林地が所在する地域の営林署長宛に行う。 

土地所有者による土地所有権の証明は、土地所有証明書、地権者確認書又は土地取得代

金領収書により行い、これらの写しを林地が所在する地域の営林署長に送付する。 

土地所有者から土地所有権を証明する書類を受付けた営林署長は、土地所有権の確認を

行う。営林署長は、書類で土地所有権の確認をした後に、土地所有者からのⅡB 様式によ

る申請書を受付け、申請があった林地において目視による木材蓄積量の算定及び境界を示

す石製測量杭の確認を行う。営林署長は現場確認により適正が確認できたときに承認報告

書を作成し、森林局長に報告書を提出する。土地所有者は、営林署長が森林局長に承認報

告書を提出すると伐採が行える。 

 

b.伐採後の手続き 

伐採を終えた土地所有者は、ロイヤリティを支払い、そして伐採した木材の販売又は廃

棄をしなければならない。そのためには、林地が所在する地域の営林署長に対してⅡB 様

式による申請書を提出する。 

土地所有者からの申請を受け付けた営林署長は、伐採地で伐採面積を測定するとともに

ロイヤリティ算定のために伐採した丸太の検量を行い、その結果を報告書にとりまとめて

森林局長に提出する。 

報告書を受領した森林局長は、営林署長が作成した報告書を森林局森林資源経営部に回

付する。 

森林局長から回付された報告書を受領した森林資源経営部は、報告書に記載されている

丸太生産量が伐採面積に応じた量であるかを審査し、推奨事項書を作成して森林局長に提

出する。 

森林局長は、営林署長が土地所有者による伐採が行われる前に作成し森林局長に提出し

た承認報告書及び伐採後の手続きを経て森林資源経営部が森林局長に提出した承認書を審

査し、これらが適正であると判断したときは承認書を森林資源経営部に発行する。 

森林局長から承認書を受領した森林資源経営部は、土地所有者に木材の移動を許可する

ための木材移動許可書を発行するよう営林署の森林監督官又は森林局職員に命じ、森林監

督官又は森林局職員は土地所有者に移動許可書とともに、木材の所有権の移転及び廃棄を

許可する木材除却許可書を発行する。 
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図 4.1.a13 私有林（ⅡB 様式）の木材生産管理手続き 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a13 私有林（ⅡB 様式）の木材生産管理手続き（続き） 
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B.産業用造林（小規模山林所有者からの小径ゴム材を含む産業用造林）の木材生産管理 

a.永久林 

永久林の産業用造林ライセンス所持者には、次に掲げた義務が課される。 

 承認された年間作業計画書に掲げられている伐採区画の人工林材だけが搬出可。 

 人工林材の生産量を材積又は重量により記録し、輸送許可書発行のために営林署長にこ

の記録を提出。 

 伐採ライセンス契約書又は林班立入許可書の携行。 

 森林局に登録されている伐採請負業者の使用。 

 森林局長に四半期別伐採作業報告書を提出。 

 製材工場又は合板工場の加工のために所有を示す刻印を営林署に登録。 

 製材工場の加工のための全ての丸太にシリアルナンバーの刻み込み。 

 森林保護地域を伐採するときは、伐採許可を取得。 

 ライセンス所持者及び指名された請負業者は、環境影響に記載された緩和措置を遵守。 

 

以上のライセンス所持者の義務履行を確認するために、森林局は次の確認作業を行う。 

 

ア．営林署長 

 伐採期間を通じて、全ての人工林丸太が年間作業計画で承認されたエリアから生産さ

ているかを確認する。 

 伐採期間を通じて、ライセンス所持者又は伐採請負業者の伐採ライセンス又は林班立

入許可書の所持を確認する。 

 毎年、伐採請負業者の有効な年間登録証明書の所持を確認する。 

 伐採期間を通じて、保護林内での伐採エリアの有効な占有許可書を確認する。 

 伐採期間を通じて、四半期別伐採状況報告書の作成、森林局長への同報告書の四半期

ごとの提出を確認する。 

 

イ．森林監督官又は森林局職員 

 発行した輸送許可書が丸太に添付されているか確認する。 

 毎月、全ての人工林丸太の材積又は重量を記録している月別生産記録と丸太輸送許可

書の内容の整合性を確認する。 

 製材工場又は合板工場に輸送する前に、全ての人工林丸太のシリアルナンバー及び登

録された刻印の表示を確認する。 
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b.州有林又は私有林 

永久林以外の州有林又は私有林の産業用造林について、森林局及び環境保護局は次のよ

うな確認を行う。 

 

ア．営林署長 

 ライセンス所持者による移動許可書申請時に、全ての人工林丸太へのライセンス所

持者が登録した刻印の表示を無作為抽出検査により確認する。 

 丸太検査及びライセンス所持者による移動許可書申請時に、全ての製材用人工林丸

太にシリアルナンバーが刻まれているか確認する。 

 

イ．森林監督官又は森林局職員 

人工林丸太を輸送する前に「ロイヤリティ免除」の文字が入ったスタンプを押した輸送

許可を発行し、輸送する丸太材積の概数を記録する。 

 

ウ．環境保護局 

 環境条件協定又は緩和措置宣誓書に指標として記載された緩和措置の実行を四半期

ごとにモニタリングを行う。 

 環境条件協定又は緩和措置宣誓書に記載された登録済環境コンサルタントにより提

出された環境法令遵守報告書の実行を四半期ごとにモニタリングするとともに、苦

情があったときは、直ちに現地調査を発令する。 
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表 4.1.a22 永久林産業用造林の木材生産管理確認手続き 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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表 4.1.a23 州有林又は私有林の産業用造林の木材生産管理確認手続き 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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【証明書及び手続き書類】 

木材生産管理に要する書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a24 木材生産管理に要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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③丸太輸送 

この標準は、ライセンスエリア又は同エリア内のスタンピングポイントを起点として、丸太が工

場又は輸出のための積出港に至るまでの過程における丸太の管理を規定している。 

スタンピングポイントとは、伐採現場又は伐採現場付近の山土場から集めた丸太をライセンスエ

リアから出荷する前に集荷する比較的規模が大きい貯木場をいう。 

この標準は、丸太を生産した森林区分別流通段階別に構成している。 
 

 
注：一部の丸太の流通にディーラーが介在する場合がある。 

図 4.1.a14 サバ州の丸太流通の概要図 
 

A． 産業用造林材以外の丸太 

a. スタンピングポイント又はライセンスエリア 

スタンピングポイントまたライセンスエリアから次項の水面貯木場荷揚地又は工場入口の車

両重量計までの流通過程では、天然林丸太とその他の丸太に管理方法を分けて設定している。 
 

ア. 天然林丸太 

森林監督官又は森林局職員は、ライセンス所持者による全ての丸太に係るロイヤリティを含

む法定課徴金の納付を確認する。 

ライセンス所持者はこの確認作業が終了した後、丸太に登録済企業刻印を打刻する。森林監

督官又は森林局職員は、丸太に打刻された登録済企業刻印を確認した後に、木材除却許可書及

び木材移動許可書をライセンス所持者に発行する。 

ライセンス所持者は、森林監督官又は森林局職員からこれらの許可書を受け取った後に丸太

をライセンスエリア外に出荷できる。 

 

イ. その他の丸太 

森林監督官又は森林局職員は、ライセンス所持者による全ての丸太に係るロイヤリティを含

む法定課徴金の納付を確認し、ライセンス所持者に木材輸送許可書を発行する。 
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ライセンス所持者は、森林監督官又は森林局職員から木材輸送許可書を受領した後に、丸太

に登録済企業刻印を打刻する。天然林材以外の丸太への刻印打刻方法は、天然林材が全量であ

るのに対し、天然林丸太以外の丸太への刻印打刻は無作為に任意の丸太に行うランダムベアで

ある。森林監督官又は森林局職員は、任意の丸太に打刻された登録済企業刻印を確認し、木材

除却許可書を発行する。ライセンス所持者は、森林監督官又は森林局職員からこれらの許可書

を受け取った後に丸太をライセンスエリア外に出荷できる。 

なお、2016 年 12 月からサバ州森林局は、木材合法性システムを経て生産し、流通している木

材に用いる木材移動許可書、木材輸送許可書及び木材除却許可書には「サバ州木材合法性保証

システム準拠」のスタンプを押印し、木材合法性システムを経て生産した木材とそれ以外の木

材との分別を書類上でもより明確、かつ、的確に行えるよう体制を整備している（図 4.1.10 参

照）。 

 

 
資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a15 ライセンスエリアにおける丸太輸送の手続き（産業用造林材以外の丸太） 
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b. 水面貯木場荷揚地又は工場入口の車両重量計 

ライセンスエリアから出荷された丸太は、陸路又は水路を経て工場又は保税地域に到着する。

ただし、これらの丸太は、工場敷地に運び込む前又は保税地域に入る前に森林監督官又は森林

局職員による次の手続きを経なければならない。 

森林監督官又は森林局職員は、天然林丸太にあっては全ての丸太に打刻された、天然林材以

外からの丸太にあっては任意の丸太に打刻された登録済企業刻印及び森林検査済刻印の表示並

びに輸送許可書の添付を確認し、これらが確認できた丸太又は丸太の荷口については、工場敷

地内又は保税地域内への運び込みを許可する。さらに、森林監督官又は森林局職員は、これら

の丸太に係るデータを丸太入荷台帳に記録する。 

 

c. 工場又は積出港 

ア．工場に運び込まれた丸太 

森林監督官又は森林局職員は、工場敷地内に丸太が運び込まれたときに丸太の到着検査を行

う。さらに森林監督官又は森林局職員は、ライセンスエリアから工場まで丸太に添付されてき

た移動許可書を回収し、移動許可書に「使用済」のスタンプを押して移動許可書を「使用済移

動許可書」にするとともに工場敷地に丸太を運び込む前に作成した丸太入荷台帳と当該荷口に

整合性が保たれているか確認する。使用済移動許可書は、森林監督官又は森林局職員が工場に

手交し、工場はこの許可書を出荷者であるライセンス所持者が工場に宛てた丸太納品書とし

て、丸太の入荷実績証明書として保管する。 

 

イ．保税地域に運び込まれた丸太 

森林監督官又は森林局職員は、保税地域に運び込まれた丸太を検査し、移動許可書を回収す

る。木材の輸出を行おうとする企業は、保税地域を担当している営林署に輸出申告書及び必要

な添付書類を提出しているので、森林監督官又は森林局職員はこれらの書類と移動許可書に添

付が義務づけられている荷口の明細である丸太一覧表の内容の整合性を確認し、適正であれば

移動許可書に「使用済」のスタンプを押し、「使用済移動許可書」として各荷口の確認書とす

るとともに写しを輸出業者に送付する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a16 水面貯木場荷揚地又は工場入口の重量計及び工場又は積出港における丸太輸送手続

き（産業用造林材以外の丸太） 
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【証明書及び手続書類】 

産業用造林以外の永久林、州有林及び私有林から生産された丸太の輸送に係る証明書及び手続書

類は、次の表のとおりである。 
 

表 4.1.a25 スタンピングポイント又はライセンスエリア 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

表 4.1.a26 水面貯木場荷揚地又は工場入口の車両重量計 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

表 4.1.a27 工場入荷時 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

表 4.1.a28 積出港 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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B． 産業用造林（小規模所有者からのゴム材を含む） 

a. ライセンスエリア 

州有林の産業用造林地及び小規模所有者からのゴム材を含む私有産業用造林地で生産した丸

太の輸送には、営林署長による土地所有権証明書及び木材伐採協定書の確認を要する。 

 

b. 車両重量計（工場入口） 

森林監督官又は森林局職員は、工場の入口に到着した産業用丸太が工場に入る前に入荷前丸

太検査を行い、丸太入荷台帳に丸太の到着と重量換算材積を記録する。 

営林署長はライセンス所持者によるロイヤリティ納付を確認した後にライセンス所持者に領

収書及び最終目的地向け輸送に要する木材移動許可書を発行する。 

なお、産業用丸太の輸送はそれ以外の丸太の輸送とは異なり、ライセンスエリアから出荷し

た丸太を必ず加工工場前に集荷し、その後、加工工場向け又は輸出向けに振り分ける。 

 

 
資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a17 産業用造林丸太の丸太輸送手続き 
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c. 工場又は積出港 

ア. 工場に運び込まれた丸太 

森林監督官又は森林局職員は、工場敷地内に運び込まれた丸太の到着検査を行う。さらに

森林監督官又は森林局職員は、ライセンスエリアから工場まで丸太に添付されてきた移動許

可書を回収し、移動許可書に「使用済」のスタンプを押印して移動許可書を「使用済移動許

可書」とし、丸太入荷確認書として使用する。さらに森林監督官又は森林局職員は、丸太の

到着が丸太入荷台帳に記載されているか確認する。 

 

イ. 保税地域に運び込まれた丸太 

森林監督官又は森林局職員は、保税地域に運び込まれた丸太を検査する。木材の輸出を行

おうとする企業は、保税地域を担当している森林局に輸出申告書及び必要な添付書類を提出

しているので、森林監督官又は森林局職員はこれらの書類と移動許可書に添付が義務づけら

れている荷口の明細である丸太一覧表の内容の整合性を確認し、適正であれば移動許可書に

「使用済」のスタンプを押印して「使用済移動許可書」とし、この書類を各荷口の確認書と

する。その後、森林監督官又は森林局職員は、税関手続きを終えた荷口の移動許可書を回収

する。 

 

C. 丸太輸送に係るその他の共通事項 

 加工工場間で木材（丸太及び製品）を移動するときは、移動許可書の添付が必要である。移

動許可書の有効期間は、輸送距離及び輸送方法により決定し、陸上輸送の場合は１日から３

日までの期間、水上輸送の場合は最長で１週間とする。ただし、営林署長が追加して移動許

可書を発行すれば、有効期間を実質的に延長できる。 

 営林署長が発行する規定時間外許可書の添付がない木材の移動は、午前７時から午後７時ま

での間に限り許可する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a18 産業用造林丸太の輸送手続き 
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【証明書及び手続書類】 

小規模所有者からのゴム材を含む州有林及び私有林である産業用造林（永久林、州有林及び私有

林）から生産された丸太の輸送に係る証明書及び手続書類は、次の表の通りである。 

 
表 4.1.a29 産業用造林丸太の輸送に係る証明書及び手続書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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図 4.1.a19 ロイヤリティ領収書 
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 森林警備隊員が発行した木材除却許可書。荷口の概要が記載されている。この荷口の丸太材積 45.31㎥で、

その詳細は次頁の木材除却一覧表に記載されている。なお、現在、この書類には図 4.1.10のようにサバ州木

材合法性保証システム準拠スタンプが押印されているが、記載数字の木材除却一覧表との整合性を示すため

に、まだ同スタンプの押印がなされていない 2016年当時の書類を掲載した。 

図 4.1.a20 木材除却許可書 

 

写真 4.1.a2 移動許可書を提示するロギングトラック運転手 
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図 4.1.a21 木材除却一覧表 

 



 

110 

 

 
サバ州森林局長が、この工場の Sabah TLAS の基準５（工場操業）及び基準６（税関及び貿易）の要求事項の遵守を、第三者機関である Global Forestry 

Service社の評価を確認した上で発行した証明書。工場ライセンス及び貿易ライセンスの番号とともに、証明書の発行日と有効期限（証明書発行から１年

間）を記載している。 

有効期限後もこの工場が操業を継続するためには、有効期限が切れる前に定められた行政手続を踏むとともに再び第三者機関の監査を受けなければな

らない。 

 

図 4.1.a22 法令遵守証明書 
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④労働安全衛生 

A. 雇用者の義務 

雇用者は、労働者の安全及び衛生について、法令により次のような義務が課せら

れている。 
 全ての労働者に係る保険又は負担金の支払い。 

 労働者の安全対策又は身体保護具の使用に係る適切な訓練の実施。 

 職業安全局及び森林局が指定した安全衛生対策措置の履行及びこれらの局の検査の

受入れ。 

 職業安全衛生局又は労働局の要求の受入れ及び各種報告書の遅滞なき提出。 

 労働災害発生時の社会保障機構、職業安全衛生局及び労働局への速やかな報告。 

 社会保障機構に提出する月別負担金納付記録の作成。 

 労働安全衛生訓練記録の作成。 

 低負荷式伐採作業ガイドブックに基づく労働者への保護服及び安全用具の配布。 

 労働者の伐倒方向を制御できる伐採技術の習得。 

 火災、その他災害発生時に労働者の安全を確保する適切な予防策の実施。 

 

なお、低負荷式伐採作業ガイドブックは、各種作業別に保護具の装備義務を定め

ている。その内容は次の表の通りである。 

 

表 4.1.a30 作業種別保護具装着義務 
身体部位 足 下半身 胴体、腕、

足 

胴体 手 頭 目 目／顔 耳 

 

安全具 

作 業 

安

全

靴 

安全 

ズボン 

だぶつきの 

ない服 

蛍光 

ベス

ト 

手袋 
ヘルメ

ット 

ゴー

グル 

バイザ

ー 

防音

用耳

あて 

１．伐採作業 

 手作業 ✔  ✔ ✔ ✔ ✔    

 チェーンソー ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔   ✔ 

 機械作業 ✔  ✔ ✔  ✔   ✔ 

皮むき          

 手作業 ✔   ✔ ✔   ✔  

 機械作業 ✔  ✔ ✔ ✔ ✔ ✔  ✔ 

２．搬出 

 人力 ✔   ✔ ✔ ✔ ✔ ✔  

 投下 ✔   ✔ ✔ ✔   ✔ 

 牛馬 ✔   ✔ ✔ ✔    

３．機械作業 

 スキッダー ✔  ✔ ✔ ✔ ✔   ✔ 

 フォーワダー ✔  ✔ ✔ ✔ ✔   ✔ 

 クレーン ✔  ✔ ✔ ✔ ✔   ✔ 

 ヘリコプター ✔  ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

 荷卸し・荷積み ✔  ✔ ✔ ✔ ✔   ✔ 

４．木登り 

 チェーン－あり ✔  ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 

 チェーン－なし ✔     ✔    

出典：Sabah Forestry Department , “RIL Operation Guide Book –Code of Practice for Forest harvesting in 

Sabah, Malaysia, p51 
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B. 職業安全衛生局の検査 

職業安全衛生局5は、事業所に対し伐採作業の安全衛生に係る不定期検査を実施し

ている。職業安全衛生局は、事業所検査により不適合事項が検出されたときは、不適

合の程度に応じて、雇用者に禁止通告書、改善通告書又は警告書を発する。 

職業安全衛生局から禁止通告書、改善通告書又は警告書を受領した雇用者は、改

善措置を策定し実行する。 

職業安全衛生局及び森林局は、雇用者の改善策実行による不適合事項解消を確認

するために追加検査を行う。この追加検査により不適合事項が解消した場合にあっ

ては、雇用者に発出した禁止通告書、改善通告書又は警告書を取消す一方で、依然と

して不適合事項が認められる場合にあっては、職業安全衛生局が再び禁止通告書、

改善通告書又は警告書を発する。 

職業安全衛生局は、雇用者から事故報告書を受領したときは、必要な措置を講ず

る。 

 

 
資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a23 職業安全衛生局検査の手続き 

                                                   
5 Department of Occupational Safety & Health (DOSH) 
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C. 社会保険機構の検査 

社会保険機構6は、雇用者が雇用している全ての従業員に係る保険負担金の支払い

を含め、1969 年従業員社会保障法の遵守を確保する目的で、事業所に対し全ての登

録雇用者に関する定期検査を実施している。社会保障機構は、フォローアップ調査

の実施を含めて、実施した検査の報告書を作成して発行する。 

社会保障機構は、雇用者からの労働者の事故及び職業病に係る報告書を受理する。

社会保障機構が事故報告を受け付けたときは、事故内容に基づいて必要に応じた調

査を実施する。この調査は、事故報告を受け付けてから直ちに実施する。 

社会保障機構は、サービス請負契約により雇用した現地労働者（マレーシア国民

及び永住者）の労働災害に係る社会保障の付保を確保する。労働災害保険制度は、労

働者に雇用時に生じた全ての事故及び職業病について保障する。 

 

D. 労働局の検査 

労働局の事業所検査は、1952 年労働者保険法に基づき雇用した外国人労働者に対

して雇用者に義務づけられた社会保険の付保を確認するために、最低年１回又は苦

情が労働局に寄せられたときに行う。この検査では、怪我をした労働者の存在及び

1952 年労働者保険法の規定により雇用者に義務づけられている保障金の支出を確認

するとともに、労働災害が生じたとき及び怪我をした労働者が存在するときは原因

究明のための取り調べを行う。 

 

E. 森林局の検査 

森林局の検査は、森林局安全担当官が雇用者による労働者への前表に示した適切

な保護具の提供を確認するとともに、森林監督官又は森林局職員は、雇用者による

低負荷式伐採の伐倒方向を定めた伐採作業の履行を確認する。この検査は、不定期

検査として行う。 

  

                                                   
6 Social Security Organization (SOCSO) 



 

114 

 

 
資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a24 社会保険機構の定期検査及び事故対応手続き  



 

115 

 

【証明書及び手続書類】 

労働者の安全・衛生に係る書類は、次の表の通りである。 

 
表 4.1.a31 労働者の安全・衛生に係る書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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（３）基準３ 徴税 

この基準は、私有地及び州有林の産業用人工林（SAFODA7）を除く森林の伐採に係るロ

イヤリティ及び伐採に係る各種手数料の徴収手順を定めている。 

伐採を希望するライセンス所持者は、森林局に伐採ライセンスの申請を行うとともに、

森林局に同ライセンス発行手数料その他の必要な手数料を納付する。森林局は、ライセン

ス所持者が提出した伐採ライセンス申請書の内容を審査するとともにライセンス所持者の

手数料納付を確認し、問題がなければ伐採ライセンス及び領収書を発行する。 

ライセンス所持者は、ライセンス所持者が保管している伐採関係手数料の領収書及び登

録済伐採機械一覧表に掲載されている伐採機械を営林署長が確認し、ライセンス取得者が

納付すべき手数用及びロイヤリティの額をロイヤリティ査定用木材計量規則及び割増手数

料、森林回復手数料又は地域森林手数料の額を規定により森林局が算定し、その結果の通

知を受領してから伐採を行う。 

丸太を生産したライセンス所持者は、生産した丸太を移動するために、樹種別伐採量に

応じたロイヤリティ及び地域森林租税を納付し、さらに割増料金及び森林回復手数料が免

除されていないときはこれら手数料をロイヤリティ及び地域森林租税と併せて森林局に納

付する。これらの納付と併せて、ライセンス所持者は丸太の移動に必要な移動許可書発行

手数料を森林局に納付する。 

森林局はロイヤリティ、税金及び手数料の納付を確認した後、移動許可書、木材除却許

可書及び領収書をライセンス所持者に発行する。 

ライセンス所持者は、移動許可書及び木材除却許可書を受領した後、生産した丸太を移

動できる。 

  

                                                   
7 The Sabah Forestry Development Authority 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a25 徴税手続き  
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【証明書及び書類】 

徴税手続きに係る証明書及び書類は、次の表の通りである。 

 
表 4.1.a32 課税手続きに係る証明書及び書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

（４）基準４ その他の利用者の権利 

①占有と利用に対する地域の利益と権利 

森林局と持続可能経営林ライセンス協定を締結したライセンス所持者又はライセ

ンスエリアの社会的ベースライン調査を行うために指名されたコンサルタントは、ラ

イセンス発給区域内及びその境界線から２km 以内に存在する集落の人口及び面積の

確定又はそれらの詳細データを取得し、10 年間の森林利用計画を作成するためのライ

センス区域内社会的ベースライン調査を実施する。 

 

②土地利用 

森林局持続可能経林営部は、社会的ベースライン調査の結果が、森林利用計画に含

まれているか確認する。森林局は森林利用計画においてコミュニティーエリアとして

提出されたエリアを確認し承認する。森林局は森林利用計画において地図に示された

エリアの伐採活動体承知からの除外を確認する。 

土地測量局は、土地条例が規定している先住慣習権地における先住民慣習権が申し

立てられた区域について、暫定操業ライセンス及び木材伐採ライセンスを発行する前

にその申し立ての内容を現地調査の実施により確認し、それが正当と認められるとき

は申し立てがある区域を操業ライセンス対象区域から除外する。 
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森林局長は、先住民から次に掲げる箇条書きのいずれかの要求があるときは、先住

民が州有林及び私有林から丸太を伐採するための ILA 様式のライセンスを発行でき

る。さらに、ILA 様式のライセンスによる伐採については、ロイヤリティを免除でき

る。 

 

 先住民の及びその家族の居住用住宅の建設又は修理。 

 先住民が合法的に占有する土地における壁や小屋の建設。 

 先住民のボートの製造又は修理。 

 先住民の漁業用柵及び桟橋の維持。 

 家事用の薪。 

 先住民の村の診療所、学校、公民館、礼拝堂、橋、その他伝統医学に使用する場所を含

む公共利益のための建造物の建設及び維持。 

 

表 4.1.a33 先住民の権利に係る確認手続き 
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【証明書及び手続書類】 

その他の利用者の権利を確保するために要する書類は次の表の通りである。 

 

表 4.1.a34 先住民の権利に係る確認手続き 

 

 

4.1.a.2.2 加工流通部門における運用 

木材合法性保証システムの基準５及び基準６は、加工流通部門に係るものである。 

 

（１）基準５ 工場の操業 

基準５は工場の操業に係る基準である。次の表に示す二つの標準により構成されて

いる。 

 工場ライセンスの発行更新及び書替並びに操業条件 

 労働者の安全衛生 

 

①工場ライセンスの発行更新及び書替並びに操業条件 

サバ州で木材加工工場を操業するためには、森林局が発行した工場ライセンスが必要

である。 

工場ライセンスが必要な木材加工工場は、所在地を管轄する営林署長に 2012 年サバ

州木材産業ライセンスガイドライン第２版8の規定に基く申請書により同ライセンスを

申請する。 

申請書を受領した営林署長は、工場の現地と工場ライセンスの申請手続に係る法令遵

守を確認し、森林局長に調査結果及び推奨事項を報告する。 

森林局長は、営林局長から受領した調査結果及び推奨事項を確認し、ライセンス発行

の可否を判断する。森林局長はライセンス発行を承認したときは、規定の手数料及びラ

                                                   
8 Sabah Forestry Department, “The Licensing Guideline for Wood-based Industry in Sabah (version 2)”, 2012 
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イセンス契約内容（日常の木材入荷及び加工する木材の移動管理、月別工場生産報告書及

び工場ライセンス契約条項）を決定し、承認通知書を発行し、営林署長にこれらを送付

する。森林局長からの承認通知書を受領した営林署長は、工場ライセンス申請者に規定

の手数料及びライセンス契約内容を通知する。 

営林署長から通知を受領した工場ライセンス申請者は、年間工場ライセンス手数料及

びその他手数料を営林局に納付する。 

営林局は、工場ライセンス申請者による年間工場ライセンス手数料及びその他手数料

の納付を確認した後、工場ライセンスを木材加工業者に発行する。工場ライセンス申請

者は、営林署が発行した工場ライセンスを受領した後に工場を稼働できる。 

工場操業中は木材加工工場に月別工場生産報告書及び丸太入荷記録台帳の更新分の

提出を含む工場ライセンス契約条項の遵守が義務づけられる。営林署長は、木材加工工

場に対して、毎月、丸太入荷台帳を含む工場操業を監督するための調査を実施する。 

 

【証明書及び手続書類】 

工場の操業手続きに要する書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a35 工場の操業手続きに要する書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a26 工場ライセンス発行手続き  
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②労働者の安全衛生 

A． 雇用者の義務 

雇用者には、次の義務が課せられている。 

 

 全労働者に係る保険料又は負担金を支払う。 

 労働者の安全対策や身体保護具装着の適切な訓練を提供する。 

 職業安全衛生局又は森林局が指定する安全対策措置を実施し、これらの局の検査を

受ける。 

 職業安全衛生局又は労働局から報告書の提出を求められたときは、速やかに応ず

る。 

 雇用に係る事故が生じたときは、社会保障機構、職業安全衛生局及び労働局に速や

かに報告する。 

 社会保障機構に納付する負担金の台帳を毎月作成する。 

 安全衛生に係る労働者訓練記録を作成し、実施した訓練の内容、参加者、認証の有

無などを記載する。 

 

B． 職業安全衛生局の確認手続き 

職業安全衛生局は 15 か月ごとに工場の検査を実施し、雇用者に検査報告書を

提供する。同局がこの検査で違反事項が検出されたときは、違反の程度により、

警告書、改善通告書又は禁止通告を雇用者に通告する。違反の通告を受けた雇

用者は、改善措置を講ずる。同局はこの改善措置の履行による違反事項の解消

を追加検査により確認し、違反事項が解消したと認められるときは、通告を取

り消す。 

 

C． 社会保障機構の確認手続き 

雇用者が州政府に登録した全ての従業員に係る保険負担金の支払いを定める

1969 年従業員保障法の要求事項の遵守を確保するために、定期検査を実施する。 

工場において事故が発生したときは、その事故内容に応じて直ちに調査を実

施する。 

サービス請負契約により雇用しているマレーシア国民及び永住者への社会保

障の付保を確保する。すなわち同機構は、労働災害保険制度により、雇用期間中

の事故及び職業病の全てを保障する。社会保障機構は、従業員の雇用時におけ

る事故及び職業病について、雇用者からの報告を受理する。 

社会保障機構は、雇用者からの事故報告を受けた後に 1969年従業員保障法が

規定している必要な対応の要件の一つである調査を必ず行う。 
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D． 労働局の確認手続き 

労働局は、1952 年労働者保障法に基づき雇用者が雇用した外国人労働者に対し必

ず付保するように指導・監督する。同局は、労働災害又は事故の原因を究明し、怪

我をした労働者の有無、1952 年労働者保障法により支払われるべき保証金の支払い

状況などの取り調べを行う。 

 

（２）基準６ 貿易及び通関 

基準６の構成は次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a36 基準６の構成 
標   準 区  分 

①輸出規制 A.年間輸出ライセンスの発行 

B.輸出手続き 

②輸入規制 

③輸入した丸太、製材品及び単板の輸送 

④サラワク州産材の取扱い 

 

① 輸出規制 

A． 年間輸出ライセンスの発行 

木材及び木材製品を輸出するためには、年間輸出ライセンスが必要である。木

材及び木材製品を輸出しようとする企業又は個人は、輸出業務実施企業として森

林局の登録を受けた後に、森林局長が発行する年間輸出ライセンスを営林署に申

請する。 

年間輸出ライセンスの申請を受けた営林署長は、申請者の企業登録及び有効な

商取引ライセンスの所持を確認し、年間輸出ライセンス手数料を申請者に通知す

る。森林局はこの手数料の納付を確認し、森林局長は年間輸出ライセンスを発行

する。 

なお、かつては、サバ州から木材を輸出するために、森林局が発行する輸出ラ

イセンスと MTIB（マレーシア木材産業庁）が発行する輸出ライセンスが必要で

あったが、2017年６月からMTIB輸出ライセンスが廃止された。サバ州森林局は、

MTIB の輸出ライセンス廃止に伴い、木材取引の混乱を回避するために「輸出ラ

イセンス有効期限証明書」を発行して企業が所持していた MTIB ライセンスと現

在有効な森林局の輸出ライセンスとの整合性を確保している（図 4.1.9 参照）。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a27 輸出規制 
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B． 輸出手続き 

丸太又は木材製品の輸出を行う会社又は個人事業主（以下、「輸出企業」という。）

が輸出を行うときは、まずマレーシア王国税関（以下、「税関」という）の林産物

取扱データベースにアクセスし、輸出申請に係るデータを入力する。 

その後、輸出企業は輸出申告書を作成し、輸出手数料を銀行振込みにより納付

する。このときに取得する輸出手数料の送金伝票は、輸出申告書の添付資料の一

つである。この他の輸出申告書の添付書類としては、有効な輸出許可書又は年間

輸出ライセンス並びに丸太概要書（丸太を輸出する場合）、販売契約書、インボイ

ス、パッキングリスト、輸出製品産地証明書、CITES 許可書（必要な場合）及び

ロイヤリティ領収書並びに丸太、製材品、単板、合板及びモールディングについ

ては手数料領収書及び関連書類がある。ただし、州有林及び私有林から生産され

た人工林材並びに丸太、製材品、単板、合板及びモールディング以外の木材製品

については、別に定める規定により添付書類の内容が異なっている。 

輸出申告書及びその添付書類を取り揃えた輸出企業は、森林局税関担当署長に

これらの書類を提出して輸出を申請する。 

輸出企業からの申請を受けた森林局税関担当署長は、申請者の年間輸出ライセ

ンスの有効性を確認する。そして、同署長は丸太の輸出の場合は、丸太の産地が

ライセンスの発給を受けたコンセッション又は合法的な人工林であることを確

認するとともに輸出申告書、添付書類及びロイヤリティ領収書又は請負契約書の

内容を確認し、森林監督官又は森林局職員に荷口検査を命ずる。 

森林局税関担当署長から命令を受けた森林監督官又は森林局職員は、荷口別に

輸送契約の内容を確認し、荷口の 10％以上の物品を対象とした無作為抽出調査に

より現物の計測を行い、その結果を検査報告書として森林局税関担当署長に報告

する。 

検査報告書を受領した森林局税関担当署長は、その内容を審査し、輸出が可能

であると判断したときは、輸出申告書に輸出申請の承認を示す「製品の詳細及び

ロイヤリティ納付確認済・船積許可」のスタンプを押印するとともに EU 向け荷

口については、FLEGT ライセンスを発行する。さらに森林局税関担当署長は税関

のデータベースにアクセスし、輸出データを入力した後、輸出企業に木材除却許

可書を発行するとともに承認済輸出申告書及びその添付書類を税関に回付する。 

輸出企業は、森林局税関担当署長が発行した木材除却許可書により、輸出品を

保税地域に移動できる。 

森林局税関担当署長の承認を受けた輸出申告書及びその添付書類を受領した

税関は、輸出品が保税地域に到着した後、税関検査及び輸出手続を行う。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a28 輸出手続き 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a28 輸出手続き（続き） 
 

 

【証明書及び書類】 

輸出手続きに要する証明書及び書類は、次の表のとおりである。 
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表 4.1.a37 輸出手続きに要する証明書及び書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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② 輸入規制 

木材及び木材製品を輸入しようとする会社又は個人事業主（以下、「輸入企業」という。）

は、企業登録機構及び森林局への登録並びに貿易ライセンスの所持が必要である。この

条件を備えている企業が木材及び木材製品を輸入するときは、初めに農業局に輸入物品

の植物検疫及び輸入許可書の発行を申請する。 

輸入企業から申請を受けた農業局は、植物検疫を行い、問題がなければ輸入企業に植

物防疫証明書及び輸入許可書を発行する。 

農業局から植物防疫証明書及び輸入許可書を受領した輸入企業は、税関に通関証明書

の申請を行い、税関は通関検査及び通関手続きを行って、問題がなければ通関証明書を

発行する。 

税関から通関証明書を受領した輸入企業は、森林局税関担当署長に輸入木材検査を申

請するとともに森林局に検査手数料を納付する。 

輸入企業から検査申請を受けた森林局税関担当署長は、輸入企業による検査手数料の

納付を確認した後に、申請書により輸入企業の法令遵守、輸入企業の輸入ライセンス登

録及び有効な売買契約書並びに輸入申告書が全ての輸入木材を対象にしているか確認

する。さらに森林局税関担当署長は、輸入申告書及び添付書類に記載されている各荷口

の 10％以上の物品に無作為抽出検査を行うとともに、荷口の量を計測して木材輸入量

を記録し、輸入企業に対して輸入証明書を発行する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a29 輸入手続き 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a29 輸入手続き（続き） 
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【証明書及び書類】 

木材及び木材製品の輸入手続きに要する証明書及び書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a38 木材及び木材製品の輸入手続きに要する証明書及び書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 

 

③ 輸入した丸太、製材品及び単板の輸送 

丸太、製材品又は合板を輸入した輸入企業は、最寄りの営林署の署長に輸入物品の

検査を申請するとともに、森林局に検査料を納付する。 

輸入企業から輸入物品に対する検査の申請を受けた営林署長は、物品検査を実施し、

検査が終わった物品に検査済の刻印を打刻する。さらに営林署長は、輸入業者による

検査手数料の納付を確認し、輸入木材検査料領収書を発行するとともに、輸入木材に

歳入済印を表示し、輸入業者に移動許可書を発行する。 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a30 輸入した丸太、製材品帯単板の輸送手続き 
 

【証明書及び書類】 

輸入した丸太、製材品及び単板の輸送手続きに要する証明書及び書類は、次の表のとお

りである。 

 

表 4.1.a39 輸入した丸太製材品及び単板輸送手続きに要する証明書及び書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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④ サラワク州産材の取扱い 

サバ州で操業している企業は、EU 向けに輸出する木材製品の荷口に、サラワク州

産木材を含めてはならない。このために、木材取扱企業は、サラワク産材のバイヤー、

販売及び流通に係る事項並びにサラワク産木材の加工実績を確実に記録して管理し

なければならない。EU 向け木材輸出業者は、輸出する製品にサラワク州産材が決し

て含まれていないと宣誓しなければならない。 

この標準は、EU がサラワク州木材合法性確認システムの有効性を認め、同システ

ムの輸出ライセンス発行に合意するまでの暫定措置である。 

サラワク州から木材を移入する企業は、森林局税関担当署長に税関申告書を提出す

るとともに実地検査を要請して、検査手数料を森林局に納付する。さらにサラワク州

から丸太を移入しようとする企業は、農業局に植物貿易要求事項の遵守検査を要請し、

農業局はこの要請により植物の植物貿易要求事項の遵守を検査する。 

サラワク州から物品が到着したときは、森林局税関担当署長は、サラワク州以外の

輸入木材物品の輸入手続きと同様の荷口検査を実施し、問題がなければ税関申告書承

認書を作成する。さらに森林局税関担当署長は、加工工場においてサラワク州産木材

の販売元、販売及び流通並びに製品加工への使用について確実な記録がなされている

か、サラワク州産材及び加工されたサラワク州産材に FLEGT ライセンスが発行され

ていないか無作為抽出検査を行う。 

 

【証明書及び書類】 

サラワク州産材の取扱いに要する証明書及び書類は、次の表のとおりである。 

 

表 4.1.a40 サラワク州産材の取扱いに要する証明書及び書類 

 
資料・監修：サバ州森林局 
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資料・監修：サバ州森林局 

図 4.1.a31 サラワク州産材の取扱い手続き 
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資料・監修：サバ州森林局 

 

図 4.1.a31 サラワク州産材の取扱い手続き（続き） 
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4.1.a.3 森林認証 

サバ州では、FSC（Forest Stewardship Council）及び MTCS（Malaysian Timber Certification 

Scheme）の森林認証が行われている。2017 年 10 月現在、サバ州の森林認証面積は、75 万

2,894ha であり、この面積は州の森林面積（335 万 1,000ha）の 22％にあたる。スキーム別

森林認証面積は、FSC が 62 万 8,464ha、MTCS は 12 万 3,430ha で、FSC による森林認証面

積が認証林面積全体の 83％を占めている。 

 
表 4.1.a41 サバ州の森林認証面積、CoC 認証事業体数 

（ha、件） 

 
森林認証取得事業体名 認証面積 

CoC認証 

事業体数 

FSC 

サバ州 

森林局 

SFD 55,139 

28 

USM FMU 242,884 

North Gunung Rara 61,330 

Pin Supu 4,696 

Timimbang-Botitian 13,610 

Trusmadi & Sg Kiluyu 88,045 

FMU 17A（新規） 48,431 

Trusan Sugut Forest Reserve（新

規） 

8,680 

Ulu Kalumpang Wullersdirf（新規） 64,954 

小   計 587,769 

Acacia Forest Industries Sdn Bhd 17,334 

Sabah Softwood Berhad 23,361 

計 628,464 

MTCS 

Sefallud Lokan FMU (KTS Plantation Sdn. 

Bhd.) 

57,247 

26 Bornion Timber FMU 11（新規） 40,646 

Bornion Timber FPMU 11（新規） 25,537 

計 123,430 

合   計 752,894 54 

注１：FSCは Forest Stewardship Council、MTCSは Malaysian Timber Certification Scheme の略。 

２：「（新規）」は前年 11月以降、増加した認証林 

資料：2017年 11月現在の FSCウェブサイト（http://www.info.fsc.org）及び MTCC（Malaysian Timber 

Certification Council）提供資料 

 

サバ州では、森林局が率先して森林認証を取得し、森林認証面積の拡大を図ってきた。

1989 年から 2000 年までの 11 年間、サバ州森林局は、それまでの過伐により荒廃した林地

に、直ちに導入できる持続的森林経営手法の開発を目的とした研究をドイツ連邦技術協力

機構（German Agency for Technical Cooperation）とともに行った。森林局は、この研究を行

っている最中の 1997 年に、サバ州中央部の Deramakot のクラスⅡ（永久林）の商用林で

FSC の森林認証を取得した。その後、森林局の認証林面積は拡大し、2017 年 10 月現在で

は 58 万 7,769ha と州の認証林面積の 78％を占めるに至っている。サバ州森林局は、今後も

認証林面積の拡大を行う方針で、2017 年 11 月現在の面積は、前年同月比 18 万 9,445ha 拡

大している。 

MTCS による森林認証は、これまで KTS Plantation 社一社だけでなされていたが、2017
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年には Bornion Timber 社が天然林（4 万 646ha）と人工林（2 万 5,537ha）で認証を取得し

た。 

CoC 認証事業体数は、認証林面積の拡大にともない、両スキームでほぼ倍増している。

2017 年 11 月時点では、FSC が 28 事業体（前年同月 15 事業体）、MTCS は 26 事業体（同

５事業体）の計 54 事業体（同 20 事業体）である。サバ州では、森林の回復を積極的には

かってきため、これから認証丸太の生産量増加が見込まれている。さらに、認証林の拡大

が予定されているので、CoC 認定事業体数も将来的には増加すると期待されている。 

森林局は、現在認証林面積が 5 万 5,507ha に達した Deramakot の FSC 認証林をモデル林

と位置付け、このモデル林での経験を生かしながら、これからさらに認証林面積の拡大を

行う予定である。 

サバ州森林局は、前掲の年次報告書において、違法伐採対策の一環として 2000 年に森林

の区分を見直して社会林を制定したこと、社会林の制定には地域のコミュニティーの代表

者をメンバーに入れた社会林委員会を設置して地域コミュニティーの社会的経済的活動を

尊重した林業計画を設定するとともに、地域コミュニティーの社会林又は認証林への理解

を深め、同委員会が地域コミュニティー住民の就業機会の拡大及び労働者の能力向上をは

かったことが違法伐採の減少と撲滅に繋がったと報告している。 

Deramakot 認証林でも、かつては違法伐採が行われ、河川沿いの立木を違法に伐採し、

河川が増水したときにこれらの丸太を人力で河川輸送する違法行為があったという。森林

局の 2015年年次報告書では、2000 年

に前述の社会林委員会と同じ機能を

果たす特別委員会を Deramakot 認証

林に設置し、さらに空、陸及び河川

における違法伐採取締パトロールを

強化したところ、Deramakot認証林に

おける違法伐採は撲滅できたと評価

していた。しかし、2016 年に沈香の

違法採取が報告された。 

 

4.2.a.4 木材市場 

（１）木材需給動向 

2016 年のサバ州の丸太生産量は 262 万 4,000 ㎥で、同年の丸太供給量は、この生産量に

輸入量 3,000 ㎥を加えた 262 万 7,000 ㎥である。同年の天然林人工林別丸太生産量は、天

然林が 208 万 6,000 ㎥（全生産量の内の 79％）、人工林は 53 万 8,000 ㎥（同、21％）である。

人工林丸太生産量は、人工林丸太生産最大手の Sabah Forest Industry 社が操業をほぼ停止し

ていたので、前年の 101 万 3,000 ㎥から 49％もの大幅な減少となった。 

表 4.1.a42 Deramakot 認証林における違法伐採量 
（㎥） 

 違法伐採量 備 考 

1995～1999年 4,535  

2000年 3,027  

2001年 214  

2002年 15  

2003～2011年 0  

2012年 1 沈香採取 

2013～2015年 0  

2016年 1 沈香採取 

出典：Sabah Forestry Department, ”Annual Report”, 各年版 
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同年の森林区分別丸太生産量は、永久林が 143 万 9,000 ㎥（全生産量の内の 55％）、州有

林は 24 万 8,000 ㎥（同、9％）、私有林は 93 万 7,000 ㎥（同、36％）であった。 

 

表 4.1.a43 天然林人工林別森林区分別丸太生産量 
（1,000㎥） 

区  分 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

合 計 

計 3,447 3,082 3,396 3,325 2,869 2,624 

永久林 2,493 2,347 2,603 2,316 1,705 1,439 

州有林 240 227 312 316 490 248 

私有林 714 508 481 693 674 937 

天然林 

計 2,212 1,966 2,118 2,079 1,856 2,086 

永久林 1,774 1,608 1,897 1,696 1,283 1,304 

州有林 41 29 6 63 119 96 

私有林 397 329 215 320 454 686 

人工林 

計 1,235 1,116 1,278 1,246 1,013 538 

永久林 719 739 706 620 422 135 

州有林 199 198 306 253 371 152 

私有林 317 179 266 373 220 251 

資料:サバ州森林局 

 

次表により、サバ州の用途別丸太消費量を示した。用途別に最も多く丸太を消費してい

るのは合単板用であり、2015 年には 151 万 6,000 ㎥を消費した。その他の用途で消費量が

多いのは、紙・パルプ用（57 万 6,000 ㎥）及び製材用（51 万 2,000 ㎥）である。サバ州の木

材需給の特徴の一つは、丸太輸入量が限られていることにある。過去５年間で輸入量が最

も多かったのは 2011 年であるが、最も多いといっても輸入量は７万 8,000 ㎥でしかなく、

しかもその後、輸入量は大きく減少している。 

工場での丸太消費量は 2015 年まで減少していたが、2016 年は製材用、合単板用、モー

ルディング用及び人工乾燥木材用でやや増加に転じている。 

 

表 4.1.a44 用途別丸太消費量 
（1,000㎥） 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

製材用 742 732 607 614 512 569 

合単板用 1,814 1,571 1,611 1,547 1,516 1,524 

モールディング用 174 137 107 80 73 64 

パーティクルボード用 50 44 38 35 18 14 

紙・パルプ用 555 611 876 678 576 172 

チップ用 329 225 222 218 165 142 

保存木材用 33 34 39 43 41 40 

人工乾燥木材用 144 138 115 124 120 142 

おが炭用 10 11 14 15 13 14 

資料：サバ州森林局 
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サバ州の木材輸入量は、次表のように極めて限られている。2016 年の輸入量は、丸太が

3,000 ㎥、製材品及び大中角が 2 万 4,000 ㎥、単板は５万 6,000 ㎥であった。 

 

表 4.1.a45 木材輸入量 
（1,000㎥） 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

丸 太 78 49 21 28 7 3 

製材品・大中角 29 22 33 41 20 24 

単 板 40 36 42 53 55 56 

資料：サバ州森林局 

 

次表は、サバ州で林産物を生産している稼働中の工場数を示している。2016 年の工場数

は、製材工場 72 件、合単板工場 29 件などである。 

サバ州の木材加工工場数は減少してきており、現地の関係者の話では、丸太生産量が減

少していく中で、丸太の獲得及び低質材の加工技術をめぐる工場間での競争が激しくなり、

その競争が 2008 年前後にピークに達して閉鎖を余儀なくされた工場が多く出現したとの

ことである。その結果、現在では州内の丸太生産量は減少傾向で推移しているものの、工

場数も減少したので、丸太の「不足感」はなくなり、さらにその後、立木が成長したため、

丸太の材質も向上しているそうである。 

 

表 4.1.a46 稼働林産物工場数 
（件） 

 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

製材工場 111 103 94 44 90 83 82 72 

合単板工場 34 31 30 29 30 32 29 29 

モールディング工場 65 67 70 66 57 50 44 42 

パーティクルボード工場 2 1 1 1 1 1 1 1 

製紙工場 1 1 1 1 1 1 1 1 

チップ製造工場 7 3 4 4 3 4 3 1 

保存木材工場 11 12 8 9 7 9 9 9 

乾燥工場 40 40 39 34 32 31 29 29 

おが炭工場 2 2 2 3 2 2 2 2 

竹製家具工場 1 1 1 1 1 1 0 0 

ペレット工場 － － － － － 1 1 3 

資料；サバ州森林局 

 

2011 年以降のサバ州の木材製品の生産量は、一部を除き減少して推移した。2016 年の生

産量は、製材品が 24 万 2,000 ㎥、普通合板は 60 万 7,000 ㎥などとなっている。 

サバ州は、アジア諸国を中心に木材製品を輸出している。2016 年の輸出量は、丸太が 32

万 8,000 ㎥、製材品は 19 万㎥、単板６万 5,000 ㎥、合板は 56 万 4,000 ㎥であった。合板に

ついては、マレーシア半島部への移出量が多かった。  
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表 4.1.a47 木材製品生産量 
（1,000㎥） 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

製材品 356 326 271 261 220 242 

単板 138 107 115 157 136 119 

普通合板 776 714 691 654 655 607 

その他合板 44 44 53 51 41 42 

モールディング 123 100 81 60 54 47 

パーティクルボード 48 43 38 35 16 12 

チップ 262 173 176 165 117 99 

保存木材 33 34 39 43 41 40 

人工乾燥木材 144 138 115 124 120 142 

資料：サバ州森林局 

 

表 4.1.a48 主要木材製品の相手国別輸出量（2016 年） 
（1,000㎥） 

丸太 製材品 単板 合板 

計 328 計 190 計 68 計 564 

日本 111 中国 49 韓国 31 半島部 111 

インド 64 台湾 34 台湾 22 日本 84 

中国 48 タイ 26 日本 6 韓国 84 

フィリピン 45 フィリピン 18 フィリピン 3 米国 62 

ベトナム 26 日本 14 中国 3 メキシコ 57 

その他 34 その他 49 その他 3 その他 166 

資料：サバ州森林局 

 

（２）木材流通 

サバ州内の木材流通は、丸太については工場間での流通がごく一部で存在するものの、

基本的には丸太の生産を行う林業会社の貯木場から加工工場に直送するシンプルな構造で

ある。前述のように山で伐採した丸太は、山土場を経て伐採区域内の貯木場に集積して検

寸と刻印の表示、ロイヤリティの支払いがなされるとともに、林業会社は、複数の顧客の

要求に見合う丸太を顧客別にはい積みし、許可書が発行されてから出荷を開始する。製品

については、遠隔地の消費市場向け製品は、流通業者を介するケースもあるが、コンテナ

で直接小売業者又は産業消費者に出荷するケースが多いようである。 

丸太、製品ともに流通にはディーラーが介在する場合がある。 

地元の工場向け丸太は、伐採ライセンス所持者がスタンピングポイントと称される規模

が大きい貯木場で、丸太をそれぞれの工場が望む樹種、サイズ、品質などにより椪積し出

荷しているが、輸出用丸太については、ディーラーが例えば日本の合板工場向けのサイズ

と品質を兼ね備えた丸太を集め、港湾の貯木場に納品するように指定している。 

サバ州の木材流通で特徴的なのは、合法性保証の観点から、州政府の木材検問所が設置

されていることである。 
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この木材検問所は、木材及び木材製品を輸送する大型トレーラーが通行できる幅の広い

道路の脇に設置し、木材及び木材製品を輸送する大型トレーラーは必ず木材検問所におい

て森林局による積荷の検査を受けなければならない。トラック運転手は、丸太を輸送する

ときは移動許可書と丸太明細書（Log List）を、製品を輸送するときは移動許可書と製品の

明細が記されている出荷・納品伝票を携行している。丸太を出荷する林業会社及び加工工

場は、丸太又は製品を出荷する前に、木材検問所にこれらの書類の写しを送付する。木材

検問所の森林局職員は、トレーラーが木材検問所に来たときに、事前に林業会社又は加工

工場から送られてきた書類とトレーラー運転手が携行している書類の整合性を検査し、輸

送中に適正な手続きを経ていない木材が混入していないか、若しくは輸送中に適正な手続

きを経ないで流出した木材がないかを確認する。 

この検問所は複数設置されており、長距離輸送を行うときは、トラックが納品先に到達

するまでに多くの検問所を通過する場合がある。 

 

  
道路脇に設置された木材検問所（ケニンガウ市） 

写真 4.1.a3 木材検査所事務所 
木材検問所では、丸太（前のトレーラー）も製品（後

ろのトレーラー）も検査対象である。 

写真 4.1.a4 検査を受けるために停車した

トレーラー 
 

 

図 4.1.a32 サバ州の木材流通フロー 
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